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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

売上高 (百万円) 100,546 101,533 116,199 122,995 120,095

経常利益 (百万円) 6,155 5,014 4,563 4,570 1,191

当期純利益又は

当期純損失(△)
(百万円) 4,896 3,395 1,653 1,064 △5,597

純資産額 (百万円) 49,677 53,336 53,314 52,836 43,483

総資産額 (百万円) 83,315 84,578 84,992 85,239 77,721

１株当たり純資産額 (円) 1,214.70 1,305.30 1,308.35 1,306.12 1,123.62

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額(△)

(円) 119.67 83.07 40.93 27.25 △147.78

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.6 63.1 60.2 59.3 54.6

自己資本利益率 (％) 10.4 6.6 3.2 2.1 ―

株価収益率 (倍) 10.9 21.6 38.3 42.7 ―

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 3,076 6,260 4,317 6,301 3,048

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △5,467 △2,071 △1,237 △4,692 △4,790

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,037 △7,127 △5,257 △265 △1,909

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 13,588 10,789 8,611 9,425 5,763

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
(人)

2,252

(8,309)

2,463

(8,577)

2,656

(9,799)

2,669

(9,734)

2,597

(10,141)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　売上高には、その他の営業収入を含めて記載しております。

３　第60期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失のため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

５　第58期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

売上高 (百万円) 72,343 37,584 8,975 10,033 14,868

経常利益 (百万円) 3,552 409 322 314 4,608

当期純利益又は

当期純損失(△)
(百万円) 2,888 △1,357 610 493 △280

資本金 (百万円) 13,676 13,676 13,676 13,676 13,676

発行済株式総数 (株) 42,336,189 42,336,189 42,336,189 40,804,189 40,804,189

純資産額 (百万円) 48,122 47,029 43,785 42,594 39,853

総資産額 (百万円) 71,753 65,178 58,422 60,471 59,113

１株当たり純資産額 (円) 1,176.68 1,150.97 1,120.37 1,101.34 1,054.99

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当

額)

(円)
10.00

(0.00)

20.00

(0.00)

20.00

(0.00)

20.00

(0.00)

10.00

(0.00)

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額(△)

(円) 70.60 △33.20 15.12 12.63 △7.42

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 67.1 72.2 74.9 70.4 67.4

自己資本利益率 (％) 6.2 ― 1.3 1.1 ―

株価収益率 (倍) 18.4 ― 103.6 92.2 ―

配当性向 (％) 14.2 ― 132.3 158.4 ―

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
(人)

1,598

(5,831)

139

(3,319)

110

(343)

134

(314)

143

(328)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　売上高には、その他の営業収入を含めて記載しております。

３　第57期の１株当たり配当額には、特別配当10円を含んでおります。

４　第57期及び第60期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失のため記載しておりま

せん。

５　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

６　当社は、平成17年７月１日付で、会社分割を行い持株会社制へと移行いたしました。従いまして、第57期以降の

主要な経営指標等は第56期以前と比較して大きく変動しております。
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２【沿革】

　当社は、創業者である江頭匡一が米極東空軍春日原ベース内で行っていたコンセッショニアー(御用商)の業務拡大に

伴い、昭和25年４月４日キルロイ特殊貿易株式会社を設立、その後、同社を母体として、それぞれ別々の企業体でパン

・ケーキの製造・販売業、レストラン業、アイスクリームの製造・販売業を行っていましたが、「飲食業の産業化」を

確立するため、これらの事業を統一し、昭和31年５月、ロイヤル株式会社(資本金1,000千円)を設立したことに始まりま

す。

　その後、昭和46年５月、ロイヤル株式会社の株式額面を50円に変更することを目的として、キルロイ特殊貿易株式会

社が、ロイヤル株式会社を吸収合併の上、会社名をロイヤル株式会社に変更し、被合併会社の営業活動を全面的に承継

しました。従って、以下の「沿革」については、実質上の存続会社であるロイヤル株式会社(被合併会社)の設立の周辺

から記載いたしました。

　なお、当社は平成17年７月に持株会社制に移行し、会社名をロイヤルホールディングス株式会社に変更しておりま

す。

昭和26年10月 日本航空国内線の営業開始と同時に福岡空港において機内食搭載と喫茶営業を開始。

昭和26年12月 福岡市堅粕で製菓・製パン業を開始、株式会社ロイヤルベーカリーを設立。

昭和28年11月 福岡市東中洲にレストランを開業、有限会社ロイヤルを設立。

昭和30年２月 アイスクリームの製造販売に着手。

昭和31年５月 ロイヤル株式会社(資本金1,000千円)を福岡市東中洲に設立。

昭和37年９月 セントラルキッチンシステム(集中調理方式)を採用し、業務用冷凍料理の製造に着手。

昭和38年４月 福岡市下和白にアイスクリーム工場を建設。

昭和44年９月 福岡市大字那珂に新本社・工場(ロイヤルセンター)が完成、全部門を移転。

昭和47年10月 物産ロイヤル株式会社(現株式会社カフェクロワッサン)(現連結子会社)設立。

昭和53年８月 福岡証券取引所に上場。

昭和54年７月 大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和56年８月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和57年８月 東京都世田谷区桜新町に東京本社(現東京本部)を設置。

昭和58年６月 東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部に指定。

昭和58年10月 千葉県船橋市高瀬町に東京食品工場(現東京食品第一工場)を建設。

平成２年９月 福岡市博多区那珂の本社・工場(ロイヤルセンター)再構築工事の竣工。

平成２年10月 ロイヤルマリオットアンドエスシー株式会社(現ロイヤルコントラクトサービス株式会社)(現連結子

会社)設立。

平成12年３月 株式会社関西インフライトケイタリングを株式取得により連結子会社化。

平成13年２月 千葉県船橋市高瀬町に東京食品第二工場を建設。

平成14年４月 オージー・ロイヤル株式会社(現ロイヤル関西株式会社)を株式の追加取得により連結子会社化。

平成15年６月 株式会社ドゥ・レストランツ・ファン(連結子会社)設立。

平成15年12月 那須高原フードサービス株式会社を株式取得により連結子会社化。

平成16年７月 アールエヌティーホテルズ株式会社を株式の追加取得により連結子会社化。

平成17年７月 持株会社制に移行し、会社名をロイヤルホールディングス株式会社に変更。

会社分割により、ロイヤル株式会社、ロイヤル北海道株式会社(現ロイヤル東日本株式会社)、ロイヤル

九州株式会社(現ロイヤル西日本株式会社)、ロイヤル空港レストラン株式会社、ロイヤルカジュアル

ダイニング株式会社及びロイヤルマネジメント株式会社(いずれも連結子会社)に事業を承継。

平成17年11月 株式会社伊勢丹ダイニング(現アールアンドアイダイニング株式会社)を株式取得により連結子会社

化。

平成17年12月 関連会社アールアンドケーフードサービス株式会社がキリンダイニング株式会社より飲食店26店の

営業譲受け。取締役の派遣等により同社を連結子会社化。

平成18年６月

平成19年１月

平成19年４月

平成19年８月

株式会社テンコーポレーションを株式取得及び取締役の異動により連結子会社化。

北京楽雅餐飲管理有限公司(連結子会社)設立。

セントレスタ株式会社を株式取得により連結子会社化。

ロイヤル株式会社(連結子会社)が会社分割によりロイヤル関東株式会社及びミセスエリザベスマ

フィン株式会社(いずれも連結子会社)に事業を承継。

平成20年７月 福岡ケータリングサービス株式会社を株式取得により連結子会社化。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社23社及び関連会社４社で構成され、外食事業、食品事業、

機内食事業及びホテル事業を主な内容として、事業活動を展開しております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の４部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグ

メント情報の区分と同一であります。

(1) 外食事業

　ホスピタリティファミリーレストラン「ロイヤルホスト」をはじめ、カリフォルニアグリル「シズラー」及び空

港ビル・高速道路施設・百貨店内におけるレストラン、その他各種の飲食店舗を運営しているほか、コンベンショ

ン施設、企業、病院等でキャフェテリア等を受託運営しております。

　また、「アペティート」「ミセスエリザベスマフィン」及び空港売店等にてベーカリー製品を販売しております。

（主要な会社）

当社

子会社…ロイヤル㈱、ロイヤル東日本㈱、ロイヤル関東㈱、ロイヤル関西㈱、ロイヤル西日本㈱、ロイヤル空港レスト

ラン㈱、ロイヤルカジュアルダイニング㈱、那須高原フードサービス㈱、㈱カフェクロワッサン、アールア

ンドアイダイニング㈱、ロイヤルコントラクトサービス㈱、アールアンドケーフードサービス㈱、セントレ

スタ㈱、㈱テンコーポレーション

(2) 食品事業

　子会社ロイヤル㈱、関連会社ロイヤル食品㈱が、喫茶商品、冷凍食品、及び冷菓類等を、飲食店及び小売店向けに製

造販売しております。

(3) 機内食事業

　子会社ロイヤル㈱、福岡ケータリングサービス㈱、及び㈱関西インフライトケイタリング、関連会社ジャルロイヤ

ルケータリング㈱が、福岡空港、関西国際空港、及び成田国際空港における機内食の調製・搭載等を行っておりま

す。

(4) ホテル事業

　子会社アールエヌティーホテルズ㈱が、「リッチモンドホテル」等のビジネスホテルを全国に展開しております。
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　事業の系統図は、次のとおりであります。

　（注）１．ロイヤルコントラクトサービス㈱は、平成20年１月１日付けで、エスシーロイヤル㈱から商号変更しており

ます。

２．福岡ケータリングサービス㈱は、平成20年７月１日付で全日本空輸㈱から全株式を取得したことにより、当

社の子会社となり、平成21年１月１日付で、ロイヤル㈱の機内食事業を承継し、同日付で福岡インフライト

ケイタリング㈱に商号変更しております。

３. ロイヤル関東㈱は、平成21年１月１日付でロイヤル東日本㈱を吸収合併し、同日付でロイヤル東日本㈱に商

号変更しております。

４. ロイヤルカジュアルダイニング㈱は、平成21年１月１日付で㈱ドゥ・レストランツ・ファンを吸収合併して

おります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権の
所有割合

(％)

関係内容

役員の
兼任(人)

事業上の関係

(連結子会社)       

ロイヤル㈱
福岡市

博多区
100

外食事業

食品事業

機内食事業

100.0 ３ 資金貸借、製品仕入、工場賃貸、等

ロイヤル東日本㈱
東京都

世田谷区
100 外食事業 100.0 ２ 資金貸借、店舗賃貸、等

ロイヤル関東㈱

　(注)４

東京都

世田谷区
100 外食事業 100.0 １ 資金貸借、店舗賃貸、等

ロイヤル関西㈱

(注)４

大阪市

中央区
100 外食事業 100.0 ２ 資金貸借、店舗賃貸、等

ロイヤル西日本㈱
東京都

世田谷区
100 外食事業 100.0 １ 資金貸借、店舗賃貸、等

ロイヤル空港レストラン㈱
東京都

世田谷区
100 外食事業 100.0 １ 資金貸借、等

ロイヤルカジュアル

ダイニング㈱

東京都

世田谷区
100 外食事業 100.0 １ 資金貸借、等

㈱ドゥ・レストランツ・ファン
東京都

世田谷区
100 外食事業 100.0 ３ 資金貸借、等

那須高原フードサービス㈱
東京都

世田谷区
50 外食事業 100.0 ２ 資金貸借、等

ミセスエリザベスマフィン㈱
東京都

世田谷区
10 外食事業 100.0 ― 資金貸借、等

イルフォルノジャパン㈱
東京都

世田谷区
250 外食事業 100.0 ２ 資金貸借、等

㈱カフェクロワッサン
東京都

新宿区
295 外食事業 85.0 ３ 資金貸借、等

アールアンドアイダイニング㈱
東京都

新宿区
80 外食事業 85.0 ３ 資金貸借、等

ロイヤルコントラクト

サービス㈱

東京都

千代田区
200 外食事業 85.0 ２ 資金貸借、等

アールアンドケー

フードサービス㈱

東京都

千代田区
100 外食事業 80.0 ３ 資金貸借、等

セントレスタ㈱
東京都

中央区
10 外食事業 66.6 ３ 資金貸借、等

㈱テンコーポレーション

(注)３

東京都

台東区
433 外食事業 46.1  ３  ―

北京楽雅餐飲管理有限公司
中国

北京市

2,000

千米ドル
外食事業 100.0 ３  ―

福岡ケータリングサービス㈱
福岡市

博多区
385 機内食事業 100.0 ３　 資金貸借、工場賃貸、等

㈱関西インフライト

ケイタリング

大阪府

泉南市
100 機内食事業 100.0 ２ 資金貸借、借入保証、工場賃貸、等

アールエヌティーホテルズ㈱
東京都

世田谷区
100 ホテル事業 92.0 ４ 資金貸借、賃借料等の支払保証、等

ロイヤルマネジメント㈱
東京都

世田谷区
100

外食事業

(バックオフィス

サービスの提供)

100.0 ３
資金貸借、

バックオフィスサービスの委託、等

(持分法適用関連会社)       

ジャルロイヤルケータリング㈱
千葉県

成田市
2,000 機内食事業 49.0 ５   ―

ロイヤル食品㈱
福岡県

朝倉市
99 食品事業 24.2 １  資金貸借、製品仕入、等

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　議決権の所有割合は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。

３　有価証券報告書を提出しております。また、持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子

会社としたものであります。
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４　ロイヤル関東㈱及びロイヤル関西㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。

ロイヤル関東㈱

主要な損益情報等 ①　売上高 20,928百万円

　 ②　経常利益 60　〃

　 ③　当期純損失 559　〃

　 ④　純資産額 2,057　〃

　 ⑤　総資産額 4,294　〃

ロイヤル関西㈱

主要な損益情報等 ①　売上高 15,194百万円

　 ②　経常利益 490　〃

　 ③　当期純利益 86　〃

　 ④　純資産額 1,228　〃

　 ⑤　総資産額 9,211　〃

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

外食事業
2,030

(9,236)

食品事業
130

(352)

機内食事業
225

(228)

ホテル事業
101

(315)

全社（共通）
111

(10)

合計
2,597

(10,141)

　（注）１　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　２　前連結会計年度に比べ、食品事業の臨時従業員数が61名減少しているのは、主として、ロイヤル食品㈱を連結の

範囲から除外したことによるものであります。

　３　前連結会計年度に比べ、機内食事業の従業員数が35名及び臨時従業員数が22名増加しているのは、主として、福

岡ケータリングサービス㈱を連結の範囲に含めたことによるものであります。

　４　前連結会計年度に比べ、ホテル事業の従業員数が22名及び臨時従業員数が91名増加しているのは、主として、新

規ホテルの出店等による事業規模の拡大によるものであります。

(2) 提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

143(328)　 44.0 13.7 4,956

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

　当社及び一部の関係会社には、ロイヤルグループ労働組合が組織されており、連合（日本労働組合総連合会）の構

成組織であるＵＩゼンセン同盟に加盟しております。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度のわが国経済は、世界的な金融の混乱に端を発した世界経済の減速や円高の進行により、企業収益

が大幅に悪化し、過去に例を見ない景気後退の局面を迎えました。個人消費につきましても、景気後退に伴い、所得

の伸び悩みや雇用情勢の悪化が消費者の生活防衛意識に結びつき、消費マインドが大きく冷え込む事態に陥ってお

ります。

　当飲食業界におきましては、個人消費が低迷する中、競合他社との業態の垣根を越えた競争は激しさを増してお

り、生き残りをかけた業界再編が本格化しております。また、お客様の「食に対する健康・安全志向」の高まりへの

対応、原材料価格の高騰、労働力の確保など、当業界を取り巻く経営環境は一層厳しさを増しております。

　このような環境の下、当社グループでは、各事業会社がそれぞれの特徴を生かしながら、それぞれの事業領域にお

いて売上の増加に努めるとともに、グループ全体で収益力の向上に注力してまいりました。また、昨今の急速な環境

の変化に迅速に対応できるよう、11月には当社内に事業統括本部を新設し、各事業会社における営業活動を強力に

推進できる体制整備を図りました。さらには、社会的な問題となっている「食の安全・安心」への取り組みとして、

当社社長直轄組織である品質衛生管理部の指揮の下、各事業会社の管理体制を強化し、食に関わる企業グループと

しての社会的責任を果たすべく努めてまいりました。 

　しかしながら、景気の悪化や個人消費の低迷等により、外食事業を中心に各事業の収益性が悪化した結果、当連結

会計年度の売上高は120,095百万円（前年同期比△2.4％）、営業利益は1,077百万円（前年同期比△74.3％）、経常利

益は1,191百万円（前年同期比△73.9％）となりました。また、特別損失として、閉鎖を決定した店舗及び収益性が低

下した店舗等の固定資産について減損損失1,672百万円を計上し、併せて店舗閉鎖関連費用の見積額1,408百万円を

引当金に計上いたしました。このほか、外食事業を営む連結子会社に係るのれんの減損損失等1,575百万円、投資有価

証券評価損573百万円など、総額5,647百万円の特別損失を計上したことなどにより、5,597百万円の当期純損失を計

上いたしました。

　事業の種類別セグメント概況については、次のとおりであります。

（外食事業）

　当社グループの基幹である当事業におきましては、ファミリーレストラン「ロイヤルホスト」を中心に、空港ター

ミナルビル・高速道路サービスエリア・大型商業施設・オフィスビル・百貨店・ゴルフ場等において、それぞれの

お客様のニーズや来店動機に対応した多種多様な飲食業態を展開しております。当連結会計年度におきましては、

多様化するお客様のニーズに応えるべく、36店舗の新店をオープンするとともに、収益性の悪化した店舗を31店舗

閉鎖いたしました。　

　主力のロイヤルホストでは、フランチャイザー機能を有するロイヤル㈱の下、４つの地域分社がフランチャイジー

としての統一性を図りながらも、各地域にあった商品戦略と販促活動を展開し、新たなお客様の獲得に努めてまい

りました。また、新たな取り組みとして、「本格和食」「美容」「健康」をキーワードとした「京ぎをん浜作監修特

別メニュー」「コラーゲンメニュー」「低カロリーメニュー」などの女性向け新商品の開発を行うほか、お値打ち

感の高い「バリューメニュー」を導入するなどメニューの幅を広げ、新たなお客様の開拓に努めました。

　首都圏を中心に天丼・てんぷら専門店「てんや」を展開している㈱テンコーポレーションにおきましては、人気

商品である「季節の天丼」の改訂頻度を上げ、お客様の来店動機付けを図りました。また、ピザレストラン「シェー

キーズ」を運営するアールアンドケーフードサービス㈱では、好調なシェーキーズブランドの展開を本格化させる

ため、新業態となる「Cafe Shakey’s」を開発し、その１号店を明治神宮外苑に出店いたしました。

　このほかの多種多様な業態におきましても、質の高い商品・サービスを提供できるよう、新商品の開発やオペレー

ションの見直し等を継続的に行い、営業力の強化に努めました。

　しかしながら、景気の悪化により消費者の外食を控える傾向が下期に入り特に強まり、既存店の来客数が総じて減

少したため、売上高は98,534百万円（前年同期比△1.9％）となりました。損益面におきましては、上記の売上高の減

少に加え、原材料価格の高騰や人件費の上昇等により、営業利益は42百万円（前年同期比△98.0％）となりました。
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（食品事業）

　食品事業におきましては、製造部門と販売部門の連携を強化し販売力の向上に努め、大手のカフェチェーンやコン

ビニエンスストア向けの製造・出荷が伸張しましたが、前期における連結子会社１社の持分法適用会社への異動の

影響により、売上高は3,768百万円（前年同期比△49.0％）、営業利益は272百万円（前年同期比△59.3％）となりま

した。

（機内食事業）

　機内食事業におきましては、世界経済の減速を背景に航空会社が推し進める合理化の影響を受け、当社グループが

機内食を搭載する一部路線が運休となるなど厳しい状況でありましたが、引き続きアジア方面路線の搭乗客数が堅

調に推移したほか、Ｍ＆Ａにより福岡空港における機内食事業会社１社を子会社化したことにより、売上高は6,573

百万円（前年同期比＋3.6％）と増収となりました。しかしながら、損益面におきましては、原材料価格の高騰や人件

費の上昇等により、営業利益は1,040百万円（前年同期比△4.7％）となりました。

（ホテル事業）

　ホテル事業におきましては、これまでその事業基盤を順調に拡大させてまいりましたが、当期におきましても

「リッチモンドホテル」を山形、熊本、帯広に開業したほか、新ブランドとなる「リッチモンドホテルプレミア」を

川崎、仙台に開業いたしました。また、前期に開業したホテルも増収に寄与したことから、売上高は11,218百万円（前

年同期比＋26.5％）と伸張いたしました。しかしながら、景気悪化の影響により、既存ホテルにおける稼働率の低下、

新規開業ホテルの稼働率上昇の鈍化により、新規出店の開業費用や既存ホテルにおける投資負担の増加を吸収する

ことができず、営業利益は726百万円（前年同期比△44.0％）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ3,662百万円減少（△38.9％）し、5,763百

万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ3,253百万円収入が減少し、3,048

百万円の収入となりました。法人税等還付・支払前のキャッシュ・フロー（収入）は、前連結会計年度に比べ3,107

百万円減少し4,770百万円となりました。また、法人税等の支払・還付によるキャッシュ・フロー（純支出）は前連

結会計年度に比べ145百万円増加しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ98百万円支出が増加し、4,790百万

円の支出となりました。これは、有価証券及び投資有価証券の取得・売却によるキャッシュ・フロー（純支出）が

1,206百万円減少した一方、子会社株式の取得及び追加取得による支出が1,238百万円増加したことなどによるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ1,644百万円支出が増加し、1,909

百万円の支出となりました。これは、長期借入金の借入収入が1,400百万円増加した一方、短期借入金の純返済額（純

支出）が2,500百万円増加したこと、自己株式の取得による支出が500百万円増加したことなどによるものでありま

す。

EDINET提出書類

ロイヤルホールディングス株式会社(E04783)

有価証券報告書

10/96



２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％）

食品事業 7,322 74.0

計 7,322 74.0

　（注）１　金額は製造原価によっております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

３　食品事業における生産高の前年同期比減少は、主として、ロイヤル食品㈱を連結の範囲から除外したことによ

るものであります。

(2) 受注実績

当社グループは、主に販売計画に基づいて生産計画を立てて生産しております。

一部受注生産を行っておりますが、受注高及び受注残高の金額に重要性はありません。

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

外食事業 98,534 98.1

食品事業 3,768 51.0

機内食事業 6,573 103.6

ホテル事業 11,218 126.5

計 120,095 97.6

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

３　食品事業における販売高の前年同期比減少は、主として、ロイヤル食品㈱を連結の範囲から除外したことによ

るものであります。
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３【対処すべき課題】

(1）対処すべき課題 

　平成21年度におきましても、景気回復の目処は立っておらず、消費者の消費意欲は停滞することが予想され、外食に

対する消費の回復は当面期待できないものと認識しており、当社グループを取り巻く経営環境は引き続き厳しいもの

になると考えております。

　このような状況下ではありますが、今後見込まれる経営環境の変化と外食産業の構造的課題を踏まえ、永続的な成長

を確保しうるビジネスモデルの構築を基本目標としつつ、平成20年12月19日に公表いたしました新中期経営計画に基

づき、平成21年度におきましては「選択と集中」をキーワードに、「お客様に選ばれる“食”＆“ホスピタリティ”

の提供」「グループ総合力の発揮」「グループ資源の最適配分」を柱として各種経営施策を進めてまいります。

　具体的な施策といたしましては、「お客様に選ばれる“食”＆“ホスピタリティ”の提供」として、原点回帰を図

り、現場力の再強化とお客様の視点に立った商品開発に努めます。「グループ総合力の発揮」といたしましては、Ｍ＆

Ａ等でグループ入りした子会社の体制の見直しを検討するとともに、当社の事業統括本部を中心にグループシナジー

効果の発現を強力に推進してまいります。「グループ資源の最適配分」といたしましては、不採算店舗の整理を含め

た各事業、業態、拠点の見直しを行うとともに、グループ組織の最適化を図るための体制整備を進めます。また、中長期

的に採算性の見込めるロイヤルホスト店舗につきましては、積極的に改装を進めてまいります。

　また、社会的に問題となっている食の安全性の確保につきましては、当社グループの重要な課題と認識しており、現

状の品質衛生管理体制を更に整備・強化し、業界においてトップクラスの品質衛生管理水準を達成することで、お客

様からの信頼確保に努めてまいる所存でございます。

　当社グループでは、以上のような取り組みを行い、グループ一体となって経営課題を克服するとともに、環境対策、地

域貢献といった企業としての社会的責任を全うすることで、今後の永続的な成長と企業価値の向上に努めてまいりた

いと考えております。

(2）株式会社の支配に関する基本方針

　当社は、株式会社の支配に関する基本方針を次のとおり定めております。

① 基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益の確保・向上を可能とする者である必要があると考えております。また、上場会社である当社

の株式は、株主又は投資家の皆様に自由に取引されるものであり、当社経営の支配権の移転を伴うような買収提案

等に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づくべきものと考えており、当社株式について大量

買付がなされる場合、これが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものである限りにおいて、これを否

定するものではありません。

　しかしながら、近時、我が国の資本市場における株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては

株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象

会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案す

るための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすため

に買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少な

くありません。

　そもそも、当社及び当社グループが、お客様に対して安全・安心な“食”と“ホスピタリティ”を提供し、企業価

値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させていくためには、①当社グループの総合力をもって、お客様のニーズ

に最適な形で提供していくこと、②お客様、お取引先様、拠点のオーナー様、その他のステークホルダーの皆様との

信頼関係を維持すること、③ホスピタリティ精神の普遍性を一層浸透させていくこと、④熟成された企業文化を基

盤に、業界をリードする取組みにチャレンジしていくこと、⑤当社グループの各事業を支えている従業員の高い倫

理観とモチベーションを最大限に生かすことが必要不可欠であり、これらが当社の株式の大量買付を行う者により

中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社及び当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益は

毀損されることになると考えております。

　当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な

対抗措置を講ずることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

② 基本方針の実現に資する特別な取組み

ア．企業価値ひいては株主共同の利益の確保、向上に向けた施策

　当社は、創業以来、「“食”を通じて国民生活の向上に寄与すること」を基本理念として取り組んでまいりまし

たが、ホテル事業の伸張も受け「“食”＆“ホスピタリティ”を通じて国民生活の向上に寄与すること」で、長

期的かつ安定的な企業価値の向上を図ることを企業目的として取り組んでおります。

　平成20年12月19日に公表いたしました新中期経営計画は、平成21年度（2009年度）から平成23年度（2011年
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度）の３ヶ年計画であり、当社グループは「お客様に選ばれる“食”＆“ホスピタリティ”の提供」「グループ

総合力の発揮」「グループ資源の最適配分」の３点を主たる重点施策とし、着実な経営成績の達成を目標として

まいります。

（a）お客様に選ばれる“食”＆“ホスピタリティ”の提供

お客様の視点から、当社グループの提供する“食”と“ホスピタリティ”を現場力と商品開発力の観点から

見直しを行い、その強化を図ります。現場力の強化という観点では、一部子会社で実績を上げている手法をひ

とつのモデルとし、グループでの浸透を図り、顧客満足度の高い現場の再構築を図ります。また商品開発力と

いう観点では、マーケティング機能の高度化を図り、継続的にお客様の声をモニタリングし、商品開発に反映

する体制を構築します。

（b）グループ総合力の発揮

より効率性の高いグループ体制を構築するために更なるグループの再編成を進めてまいります。グループの

再編成にあたっては、グループのコアセグメントをロイヤルホスト事業、てんや事業、その他外食事業（含む

コントラクト事業）、機内食事業、ホテル事業におき、それぞれのセグメントにおいてグループ運営上最適な

組織に集約を図ってまいります。当社の事業統括本部がこれら子会社の営業推進を統括し、ロイヤル㈱がグ

ループ全体の外食インフラ機能を担う体制でグループ全体の営業を推進する体制とします。

（c）グループ資源の最適配分

当社グループでは、「選択と集中」をキーワードにグループ資源の最適配分を図ってまいります。すでに実

施済みの分を含め、不採算店舗、不採算業態については、果断に整理を進めるとともに、コア業態のロイヤル

ホストについては、中長期的に採算性の見込める店舗に対し、積極的な改装投資を進めてまいります。

　当社グループは、これらの諸施策を着実に実行することで、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に努

めてまいります。

イ．企業価値ひいては株主共同の利益の向上の基盤となる仕組み

　当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上の基盤として、従来よりコーポレートガバナンスの強化

を図っております。当社においては、平成10年に執行役員制度を導入し、経営の意思決定と業務執行機能を分離

し、業務執行のスピード化を図るとともに、取締役会における監督機能の強化に努めてまいりました。また、経営

の客観性、公正性を高めるため、社外取締役１名、社外監査役２名をそれぞれ選任しております。また、事業年度毎

の経営責任をより明確にするとともに、経営環境の変化に迅速に対応した経営体制を構築することができるよ

う、取締役の任期を２年から１年に短縮いたしました。当社は引き続き、コーポレートガバナンスの強化に注力

し、効率的かつ透明性の高い企業経営を実現することで企業価値ひいては株主共同の利益の向上に努めてまいり

ます。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

　当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるためには、不適切な者による支配を防止す

る仕組みを平時より導入すべきと判断し、平成20年３月26日開催の第59期定時株主総会において、平成19年３月27

日開催の第58期定時株主総会の決議に基づき導入した当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）に

ついて、所要の変更を行ったうえで更新することを決議いたしました（以下更新後の対応策を「本プラン」といい

ます。）。

　本プランは、当社の株券等に対する買付もしくはこれに類似する行為又はその提案（以下「買付等」といいま

す。）が行われる場合に、買付等を行う者（以下「買付者等」といいます。）に対し、事前に当該買付等に関する情

報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う時間を確保したうえで、株主の皆様に当社経営陣

の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続を定めています。

　買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益が害されるおそれがあると認められる等の場合には、当社は、買付者等による権利行使は認められないとの

行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新

株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全ての株主の皆様に対して新株予約権無償割当て

の方法により割り当てます。

　なお、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断について、当社取締役会の恣意的判断を排する

ため、当社経営陣から独立した社外者のみから構成される特別委員会の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に

情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。

　本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主の皆様により本新株予約権が行使さ

れた場合、又は当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に対して当社株式が交付さ

れた場合、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は約50％まで希釈化される可能性があります。

　本プランの有効期間は、平成20年３月26日開催の第59期定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとしております。但し、有効期間の満了前であっても、①当社株主

総会において本プランに係る本新株予約権の無償割当てに関する事項の決定についての当社取締役会への上記委

任を撤回する旨の決議が行われた場合、又は②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合に
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は、本プランはその時点で廃止されるものとしています。

　なお、本プランの詳細につきましては、当社ホームページに掲載しております平成20年２月14日付プレスリリース

「会社の支配に関する基本方針の決定及び当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新につい

て」をご覧下さい。

（アドレス　http://www.royal-holdings.co.jp/ir/index.html）

④ 前記②及び③の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　当社の中期経営計画、コーポレートガバナンスの強化等は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ

持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、これらの諸施策を着実に実行することで、企

業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上が可能になると考えておりますので、当社の基本方針に沿うもので

す。

　また、本プランは、前記③に記載のとおり、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべき

か否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報や時間を

確保したり、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とすることにより、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。

　また、本プランは、第59期定時株主総会において株主の皆様のご承認のもと更新されていること、当社取締役会は

独立した社外者による特別委員会の判断を経たうえで本新株予約権無償割当ての実施、不実施又は取得等を決定す

ること、透明性を確保するために速やかに情報開示を行うこと等から、当社役員の地位の維持を目的とするもので

はないと判断しております。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、財政状態、株価に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。

　なお、文中に記載する将来のリスクに関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したも

のであります。

１．景気動向と競合

当社グループの経営成績は景気動向、特に個人消費の動向に大きく影響を受けます。世界経済の減速により過

去に例を見ない景気後退の局面を迎える中、個人消費も生活防衛意識の高まり等から大きく冷え込んでおりま

す。また、外食産業においては、参入障壁が低いという構造的課題と中食の台頭により、競合他社との競争はます

ます激化しており、既存店売上高の減少に歯止めはかかっておりません。今後も既存店売上高の減少が続く場合、

当社グループの経営成績等に影響を与える可能性があります。

２．ロイヤルホストへの依存

当社グループの連結売上高に占める外食事業売上高の割合は82.0％、特にロイヤルホストの売上高の割合は

36.7％に上ります。当社グループでは単一業態に対する過度の依存から脱却すべく、Ｍ＆Ａ等を推進してまいりま

したが、引き続きロイヤルホストに依存する比率は高く、ロイヤルホストにおいてメニュー開発の不調、価格戦略

の失敗等により、お客様の支持を得られない場合、当社グループの経営成績等に影響を与える可能性があります。

３．改装、業態転換

当社グループでは、ロイヤルホスト業態を中心に様々な業態の店舗を展開しておりますが、出店にあたっては

立地条件を十分検討した上で、立地に最も適した業態での出店を図っております。出店後、一定期間経過した立地

において立地環境等が変化したことによって集客力が減退した店舗については、改装又は新たな業態への転換等

の施策を積極的に講じております。しかしながら、改装、業態転換によって想定していた集客力の回復が得られな

い場合、当社グループの経営成績等が大きな影響を受ける可能性があります。

４．機内食事業

当社グループでは関西国際空港及び福岡空港において連結子会社を通じて、成田国際空港において持分法適用

会社を通じて、それぞれ機内食事業を営んでおります。機内食事業の経営成績は顧客である航空会社の決定する

便数等に大きく依存しております。昨今景気低迷から、航空会社による搭載路線の減便等が続いており、今後もこ

の動向が継続する場合、当社グループの経営成績等に大きな影響を及ぼす可能性があります。

５．ホテル事業における出店

当社グループでは、事業多角化の一環として「リッチモンドホテル」の出店を強化しております。これまでの

ところお客様の高い支持を受けて、業容は比較的安定的に拡大しており、グループ経営成績に占める比重も大き

くなっております。同事業においても昨今の景気低迷を受け、既存ホテルの稼働率が低下するなどの影響を受け

ており、今後景気低迷が続く場合、当社グループの経営成績等に大きな影響を及ぼす可能性があります。

６．食材の仕入コスト変動

当社グループの連結売上原価に占める食材の仕入コストは、天候など様々な要因により大きく変動する可能性

があります。特に昨今、様々な要因により、多くの食材価格の変動幅が大きくなっております。こうした食材の価

格変動が経営成績に与える影響を極力抑制するために、食材価格高騰時においては、代替食材の活用等の施策を

実施しておりますが、価格上昇の影響をすべて回避することは困難であり、当社グループの経営成績等に影響を

及ぼす可能性があります。

７．食材調達

当社グループの外食、機内食及び食品事業において利用する食材については海外を原産地とするものもありま

す。海外からの食材の調達にあたっては、その安全性に注目が集まる中、厳正な調達基準を設けるとともに、調達

先を選別し、安全な食材確保に努めておりますが、当社グループの使用する食材に健康被害をもたらすような食

材が混入する等使用食材の安全性に疑義が呈された場合、風評被害を含め、当社グループの経営成績等が大きな

影響を受ける可能性があります。

８．品質衛生管理

当社グループでは、飲食店営業、食品製造、食品販売、それぞれについて食品衛生法に基づき、各営業許可を取得

し、営業、製造、販売を行っております。当社グループでは品質衛生管理の重要性を十分認識した上で、従業員に対

して品質衛生管理の指導を徹底するとともに、定期的な検査により品質衛生問題の発生防止を徹底しておりま

す。さらにグループ横断的に食材の品質衛生状態を管理する部署を強化するなど、品質衛生管理の強化に努めて

おりますが、店舗、製造拠点、販売店において食中毒、異物混入等の品質衛生問題が発生した場合には、営業停止あ

るいは風評悪化等により、当社グループの経営成績等が大きな影響を受ける可能性があります。
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９．労務関連

当社グループにおいては多くのパートタイム従業員が業務に従事しておりますが、今後社会保険、労働条件な

どに係る諸制度に変更がある場合、人件費の増加となり当社グループの経営成績等が大きな影響を受ける可能性

があります。また同様にその他の従業員等につきましても、関連法令や労働環境に変化がある場合には、当社グ

ループの経営成績等が大きな影響を受ける可能性があります。

10．人材の確保

当社グループの事業において円滑な運営を継続するためには、短時間労働者を含めた人材の確保及び育成が重

要な課題となります。当社グループでは社員の配置転換、中途社員の採用等を行うなど、人材の確保に注力してお

りますが、一部地域においては労働需給のアンバランスも見られ、今後人材確保が予定どおり進まない場合、当社

グループの経営成績等に影響を与える可能性があります。

11．個人情報の取扱い

当社グループでは営業目的で大量の顧客情報を取り扱っております。当社グループは個人情報の漏洩を重要な

リスクと認識し、その取扱いに関するルールを定め、厳重な管理取扱をグループ内に周知しておりますが、万が一

顧客情報の流出等の問題が発生した場合には、当社グループの信用に大きな影響を与えるとともに、損害賠償の

責を負う可能性もあり、経営成績等に影響を及ぼすおそれがあります。

12．自然災害

当社グループの主たる事業である外食事業において使用する食材の多くは当社グループの福岡市、千葉県船橋

市にある工場での製造・加工工程を経て、各営業店舗に配送されます。従って、工場所在地を含む範囲で大規模な

地震等の災害が発生した場合、被害状況によっては、正常な事業活動の継続が困難となり、結果として当社グルー

プの経営成績等に大きな影響を与える可能性があります。

13．法的規制

当社グループの事業は食品衛生法を始めとして、様々な法的規制の枠組みの中で運営しております。食品に関

わる法的規制は、昨今の消費・賞味期限表示や産地偽装に係る問題の続発等を受け、今後強化されることが予想

されます。今後、法的規制が強化された場合、これに対応するために新たな費用の増加等の可能性があります。

14．組織の再編

当社グループでは、平成17年7月に持株会社制に移行するとともに、Ｍ＆Ａ等を通じて新たな業態を当社グルー

プに取り込むことで、グループとしての事業基盤の安定化と新たな成長を目指してまいりました。しかしながら

グループ全体でのシナジー効果の発現に遅れを来たしているとの認識の下、グループとしての総合力強化を図る

ため、平成20年11月、当社に事業統括本部を設置し新体制に移行いたしました。事業統括本部は、全てのグループ

会社の事業執行を管理監督し、その収益改善、事業基盤の強化に必要な諸施策を支援する営業推進機能およびグ

ループ全体の課題に対して支援指導するソリューション機能を有しておりますが、この新体制が有効に機能しな

い場合、当社グループの経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

15．出資・買収

当社では、外食産業に対する長期的展望の下、グループとして永続的な成長を遂げるため、出資・買収を展開し

ております。出資・買収に際しては、事前に十分な調査を行っておりますが、出資・買収の効果が当初想定したと

おりに発現しない場合、当社グループの経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

16．賃貸借契約に基づく差入保証金の回収

当社グループが展開している飲食店、ホテルの大多数は土地建物を賃借して営業しております。当社グループ

は賃貸人に対して契約に基づき保証金を差し入れておりますが、平成20年12月期の「差入保証金」はグループ全

体で22,321百万円であります。保証金を確実に回収するため賃貸人の状況には十分留意しておりますが、賃貸人の

倒産等の事由により、回収ができなくなるリスクがあります。その場合、当社グループの財政状態及び経営成績に

大きな影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。

６【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　以下は、当社グループの財政状態及び経営成績に関する情報であり、文中に記載する将来に関する事項は、有価証券

報告書提出日現在において判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表の作成におきましては、経営者による会計方針の選択適用、合理的な見積りが必要とされま

す。当該見積りにあたりましては、当社グループにおける過去の実績等を踏まえ合理的に判断しておりますが、実際

の結果は、これらの見積りと異なる場合があります。当社グループが採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状

況」に記載しておりますが、財政状態及び経営成績に特に重要な影響を与える会計方針と見積りは、以下のとおり

と考えております。

①　固定資産の減損処理の判断基準

　当社グループは、店舗、工場及び賃貸物件など多くの固定資産を有しております。これら固定資産につきまして

減損の認識が必要とされた場合の回収可能価額は、「固定資産の減損に係る会計基準」等に従い合理的に算定し

ておりますが、個別物件ごとに将来キャッシュ・フロー又は正味売却価額などを基礎としているため、前提が異

なることとなった場合には、将来追加で減損処理が発生する可能性があります。

②　有価証券の評価基準

　当社グループは、取引先の株式などの有価証券を保有しております。これらの有価証券につきましては、「金融

商品に係る会計基準」及び社内で定める基準に従い適正に評価を行い、厳格な減損処理を行っておりますが、将

来の市況悪化又は出資先の財政状態等の悪化により、追加で減損処理が発生する可能性があります。

③　差入保証金の評価基準 

  当社グループは、飲食店舗、ホテルなどの賃借物件において、契約に基づき保証金を差し入れております。これ

らの保証金につきましては、賃貸人の財政状態等の把握によるリスク管理を行い、必要に応じ損失処理を行うこ

ととしております。したがって、賃貸人の財政状態等の急激な悪化などに伴い、将来、損失処理が発生する可能性

があります。

④　繰延税金資産の計上基準

　当社グループは、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金を有しております。これらにかかる繰延税金資産の

計上にあたりましては、「税効果会計に係る会計基準」及び社内で定める基準等に従い回収可能性を判断してお

り、将来の課税所得見積りは、機関決定された利益計画等を基礎にその実現可能性について十分な検討を行い、必

要に応じて評価性引当額を計上しております。しかし、将来の経営環境の変化などにより回収可能見込額が変動

した場合には、繰延税金資産の取崩又は追加計上が発生する可能性があります。

(2) 経営成績等の概要

　当社グループを取り巻く経営環境は、同業、他業種との競争が続くなど、依然として厳しい状況にあります。このよ

うな環境下、当連結会計年度の経営成績等は、以下のとおりとなりました。

（経営成績）売上高は、その他の営業収入を含め120,095百万円（前連結会計年度比△2.4％）、営業利益は1,077百万

円（同△74.3％）、経常利益は1,191百万円（同△73.9％）、当期純損失は5,597百万円となりました。

（財政状態）総資産は77,721百万円（前連結会計年度末比△8.8％）、純資産から少数株主持分を控除した自己資本

は42,445百万円（同△16.0％）、自己資本比率は54.6％（同△4.7ポイント）となりました。

（キャッシュ・フローの状況）営業活動によるキャッシュ・フローは3,048百万円（収入）、投資活動によるキャッ

シュ・フローは4,790百万円（支出）、財務活動によるキャッシュ・フローは1,909百万円（支出）となり、当連

結会計年度末の現金及び現金同等物は5,763百万円（前連結会計年度末比△3,662百万円）となりました。

①　売上高及び営業利益

　売上高は、その他の営業収入を含め前連結会計年度に比べ2,900百万円減少（△2.4％）し、120,095百万円となり

ました。

　これは、ホテル事業を営む連結子会社アールエヌティーホテルズ㈱の新規ホテルの出店などによる売上高増加

があった一方、前連結会計年度の第４四半期から食品事業を営む子会社１社が連結の範囲から外れたこと、景気

の悪化により消費者の外食を控える傾向が強まったことなどによる外食事業の売上高減少などが、主な要因であ

ります。当社グループのセグメント別売上高は、「２　生産、受注及び販売の状況」に記載のとおりでありますが、

ロイヤルホストを中心とする外食事業の占める割合が約８割と依然高い水準にあり、引き続き、バランスのとれ

た事業ポートフォリオ構築が課題と考えております。 

　売上原価につきましては、売上原価率が、前連結会計年度に比べ1.4ポイント低下し31.8％となりました。この売

上原価率の低下は、売上原価率が相対的に低いホテル事業の売上高全体に占める割合が増加し、売上原価率が相

対的に高い食品事業の売上高全体に占める割合が減少したことなどによるものであります。なお、売上原価の減
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少2,725百万円（△6.7％）は、前連結会計年度において、食品事業を営む連結子会社１社が連結の範囲から外れた

こと、売上高の減少に伴い売上原価が減少したことなどが、その主な要因であります。

　販売費及び一般管理費につきましては、売上高に占める比率（販管費率）が、前連結会計年度に比べ4.2ポイント

上昇し68.7％となりました。この要因は、グループ共通のインフラ整備のための各種システム開発及び内部統制の

ための体制整備等に伴う費用が増加したほか、販管費率が相対的に高いホテル事業の売上高全体に占める割合が

増加したことなどによるものであります。なお、販売費及び一般管理費の増加2,945百万円（＋3.8％）は、ホテル

事業において売上高の増加に伴い販売費及び一般管理費が増加したことなどが、その主な要因であります。

　以上の結果、営業利益は前連結会計年度に比べ3,119百万円減少（△74.3％）し、1,077百万円となり、売上高（そ

の他営業収入を含む）営業利益率は2.5ポイント低下し0.9％となりました。今後、お客様に満足されるサービスを

提供する一方、業務効率を高めることで利益率を改善することが重要な課題と考えております。

②　営業外損益及び経常利益

　営業外収益は、持分法による投資利益の減少112百万円などにより前連結会計年度に比べ183百万円減少（△

24.2％）しました。また、営業外費用は、支払利息の増加26百万円があったほか、為替差損の増加などにより前連結

会計年度に比べ76百万円増加（＋19.8％）しました。これらの結果、営業外損益は、前連結会計年度に比べ259百万

円減少（△69.5％）し、113百万円となり、経常利益は、前連結会計年度に比べ3,379百万円減少(△73.9％）し、1,191

百万円となりました。

③　特別損益、法人税等、少数株主損益及び当期純損失

　特別利益は、前連結会計年度に比べ16百万円増加（＋9.3％）し、191百万円となりました。これは、前連結会計年

度に比べ受取営業補償金が61百万円減少した一方、当連結会計年度において固定資産売却益33百万円、工場解体

費用引当金戻入額44百万円を計上したことによるものであります。

　特別損失は、前連結会計年度に比べ4,575百万円増加（＋426.8％）し、5,647百万円となりました。これは前連結会

計年度に比べ、店舗撤退損失引当金繰入額1,403百万円、減損損失1,321百万円の増加があったほか、当連結会計年

度において、のれん減損損失等1,575百万円、投資有価証券評価損573百万円を計上したことなどによるものであり

ます。

　法人税等（「法人税、住民税及び事業税」、「過年度法人税、住民税及び事業税」並びに「法人税等調整額」の

合計額）は、前連結会計年度に比べ802百万円減少（△34.4％）し、1,530百万円となりました。これは、主に、法人

税、住民税及び事業税が前連結会計年度2,089百万円に比べ824百万円減少（△39.5％）したことによるものであ

ります。

　少数株主損益は、前連結会計年度に276百万円の少数株主利益を計上したのに対し、当連結会計年度には197百万

円の少数株主損失となりました。これは、一部子会社において当期純損失を計上したことによるものであります。

　以上の結果、当連結会計年度では、税金等調整前当期純損失4,264百万円、当期純損失5,597百万円を計上すること

となりました。

(3) 財政状態の分析

①　資金源泉と流動性

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会年度末に比べ3,662百万円減少（△38.9％）し、5,763

百万円となりました。　

　営業活動によるキャッシュ・フロー（収入）は、外食事業を中心とする顧客からの売上代金の受取から、食材等

の仕入、販売費及び一般管理費、法人税等の支払いを控除したキャッシュ・フローであります。当連結会計年度の

法人税等の還付・支払前のキャッシュ・フロー（収入）は、前連結会計年度に比べ3,107百万円減少し、また、法人

税等の支払・還付によるキャッシュ・フロー（純支出）が、前連結会計年度に比べ145百万円増加したことから、

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フロー（収入）は、前連結会計年度に比べ3,253百万円減少し、

3,048百万円となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主として設備投資3,501百万円、子会社株式の取得1,835百万円などであ

ります。前連結会計年度との比較では、有価証券及び投資有価証券の取得・売却によるキャッシュ・フロー（純

支出）が1,206百万円減少した一方、子会社株式の取得及び追加取得による支出が1,238百万円増加しました。これ

らにより、当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ98百万円支出が増加

し、4,790百万円の支出となりました。

　以上の結果、営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローを控除したフリー

キャッシュ・フローは、前連結会計年度は1,609百万円の収入でしたが、当連結会計年度は1,742百万円の支出とな

りました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の借入・返済の純額（収入）3,093百万円、短期借入金の純増

減額（支出）3,000百万円、自己株式の取得による支出1,002百万円、配当金の支払い773百万円などであります。前

連結会計年度との比較では、長短借入金の借入・返済の純額（収入）が1,074百万円減少したほか、自己株式取得

による支出が500百万円増加したことなどにより、当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前連

結会計年度に比べ1,644百万円支出が増加し、1,909百万円の支出となりました。
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　なお、当社は、長短借入の実行による資金調達が可能でありますが、流動性の更なる確保と、効率的な運転資金の

調達を行うため、取引銀行５行と総額5,000百万円の貸出コミットメント契約を締結しており、当連結会計年度末

の借入未実行残高は5,000百万円であります。

　また、当社グループでは、グループ内の効率的な資金管理を実施するため、キャッシュ・マネジメント・システ

ムを導入しております。

②　資産、負債及び純資産

（イ）資産

　流動資産は、主に、自己株式の取得などによる現金及び預金の減少3,662百万円などにより、前連結会計年度末

に比べ2,799百万円減少（△14.2％）し、16,860百万円となりました。

　固定資産は、減損損失の計上などにより「有形固定資産」が1,494百万円、「無形固定資産」が1,024百万円そ

れぞれ減少し、また、時価の下落又は減損処理等による投資有価証券の減少などにより「投資その他の資産」

が2,200百万円減少したことにより、前連結会計年度末に比べ4,718百万円減少（△7.2％）し、60,860百万円とな

りました。

　これらにより、資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,518百万円減少（△8.8％）し、77,721百万円となりまし

た。

（ロ）負債

　流動負債は、店舗撤退損失引当金の増加1,407百万円などがありましたが、短期借入金が3,000百万円減少した

ことなどにより、前連結会計年度末に比べ1,089百万円減少（△4.7％）し、22,175百万円となりました。

　固定負債は、長期借入金の新規借入などにより、前連結会計年度末に比べ2,924百万円増加（＋32.0％）し、

12,062百万円となりました。

　これらにより、負債合計は、前連結会計年度末に比べて1,834百万円増加（＋5.7％）し、34,238百万円となりま

した。

（ハ）純資産

　純資産につきましては、「第５　経理の状況」に記載の連結株主資本等変動計算書のとおり、当期純損失5,597

百万円の計上による利益剰余金の減少、子会社株式の追加取得等による少数株主持分の減少1,284百万円、自己

株式の取得1,002百万円、配当金の支払いによる利益剰余金の減少773百万円などにより、前連結会計年度末に比

べ9,353百万円減少（△17.7％）し、43,483百万円となりました。

　なお、当連結会計年度末における、純資産から少数株主持分を控除した自己資本は42,445百万円であり、前連結

会計年度末から8,068百万円減少（△16.0％）いたしました。

　また、自己資本比率は、主として上記に記載の当期純損失の計上等による利益剰余金の減少及び自己株式の取

得による自己資本の減少により、前連結会計年度末に比べ4.7ポイント低下し、54.6％となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）では、外食事業における新規出店及び既存店の改装・改修等を主な目的とし

て、3,898百万円の設備投資を実施いたしました。

　外食事業においては、新規出店及び既存店の改装・改修等を目的として、当社、ロイヤル関東㈱、ロイヤル関西㈱、ロ

イヤル西日本㈱、アールアンドケーフードサービス㈱、セントレスタ㈱、及び㈱テンコーポレーション等で2,591百万円

の設備投資を実施いたしました。 

　食品事業においては、新製品の製造設備新設及び既存設備改善等のために、ロイヤル㈱の工場等で109百万円の設備

投資を実施いたしました。 

　機内食事業においては、既存設備改善等のために、㈱関西インフライトケイタリングの工場等で128百万円の設備投

資を実施いたしました。 

　ホテル事業においては、新規ホテルの出店及び既存ホテルの改装・改修等を目的として、アールエヌティーホテルズ

㈱で530百万円の設備投資を実施いたしました。 

　また、全社資産として、情報システム関連投資を中心に当社で539百万円の設備投資を実施いたしました。

２【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社
　 平成20年12月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円） 年間
賃借料
（百万円）
 (注)１

従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

上里ＳＡ店他12店舗

(埼玉県児玉郡上里町他)
外食事業 店舗 284 10 175 ― 470 1,386 49

東京本部

(東京都世田谷区)  (注)２
全社（共通） 事務所 21 0 548 ― 570 58 84

福岡本社

(福岡市博多区)    (注)２
全社（共通） 事務所 208 0 22

481

(6,281)
713 ― 2

　（注) １　年間賃借料は、主要な設備のうち連結会社以外の者から賃借しているものに係る支払額を記載しております。

２　国内子会社に賃貸中の設備を含んでおります。
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(2) 国内子会社
　 平成20年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
年間
賃借料

(百万円)
 (注)１

従業
員数
（人）

建物及
び
構築物

機械装置
及び
運搬具

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

ロイヤル㈱
東京工場

(千葉県船橋市)    (注)２
食品事業 工場 773 334 32

1,105

(21,466)
2,246 ― 61

〃
福岡工場

(福岡市博多区)    (注)２
食品事業 工場 416 212 11

129

(9,268)
769 ― 61

〃
福岡機内食工場

(福岡市博多区)    (注)２
機内食事業 工場 123 48 4

15

(3,262)
191 ― 46

ロイヤル東日本㈱
旭ヶ丘店他31店舗

(札幌市中央区他)  (注)２
外食事業 店舗 251 1 75

1,376

(8,304)
1,704 368 46

ロイヤル関東㈱
新宿店他134店舗

(東京都新宿区他)  (注)２
外食事業 店舗 1,353 37 640

1,803

(17,143)
3,835 3,085 349

ロイヤル関西㈱
難波御堂筋店他102店舗

(大阪市中央区他)  (注)２
外食事業 店舗 1,102 52 302

3,036

(14,257)
4,493 2,200 244

ロイヤル西日本㈱
住吉店他88店舗

(福岡市博多区他)  (注)２
外食事業 店舗 775 13 455

2,742

(16,762)
3,986 1,151 215

ロイヤル空港レス

トラン㈱

ロイヤルスイーツ福岡空

港店他32店舗

(福岡市博多区他)

外食事業 店舗 337 3 143 ― 485 695 115

ロイヤルカジュア

ルダイニング㈱

新宿三井ビル店他20店舗

(東京都新宿区他)
外食事業 店舗 303 4 212 ― 521 438 54

㈱ドゥ・レストラ

ンツ・ファン

東京国際フォーラム店他

７店舗

(東京都千代田区他)

外食事業 店舗 32 ― 17 ― 49 122 20

那須高原フード

サービス㈱

那須高原ＳＡ店他２店舗

(栃木県那須郡那須町)
外食事業 店舗 16 1 13

0

(1,206)
31 195 12

ミセスエリザベス

マフィン㈱

東京駅店他10店舗

(東京都千代田区他)
外食事業 店舗 7 0 5 ― 13 49 9

㈱カフェクロワッ

サン

大手町店他16店舗

(東京都千代田区他)
外食事業 店舗 111 0 6 ― 118 179 23

アールアンドアイ

ダイニング㈱

新宿本店他43店舗

(東京都新宿区他)
外食事業 店舗 156 28 26 ― 211 484 202

ロイヤルコントラ

クトサービス㈱

スクエアタワーキャフェ

テリア他47店舗

(東京都新宿区他)

外食事業 店舗 1 ― 8 ― 10 259 166

アールアンドケー

フードサービス㈱

ランチャンアベニュー他

29店舗

(横浜市中区他)

外食事業 店舗 338 6 144 ― 489 636 109

セントレスタ㈱

日本橋ランドマーク店他

58店舗

(東京都中央区他)

外食事業 店舗 51 9 198
87

(1,110)
347 497 150

㈱テンコーポレー

ション

浅草店他124店舗

(東京都台東区他)
外食事業 店舗 1,449 14 20 ― 1,484 1,184 196

福岡ケータリング

サービス㈱

福岡機内食工場

(福岡市博多区)(注)２、３
機内食事業 工場 212 41 5

82

(2,945)
341 10 42

㈱関西インフライ

トケイタリング

関西国際空港機内食工場

(大阪府泉南市)    (注)２
機内食事業 工場 3,367 144 37 ― 3,549 128 137

アールエヌティー

ホテルズ㈱

リッチモンドホテル武蔵

野他24ホテル

(東京都武蔵野市他)

ホテル事業
ホテ

ル
644 108 164 ― 917 3,488 101

　（注) １　年間賃借料は、主要な設備のうち連結会社以外の者から賃借しているものに係る支払額を記載しております。

２　提出会社から賃借中の設備を含んでおります。

３　期末日現在休止中の設備223百万円を含んでおります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当連結会計年度末現在において新設を予定している重要な設備の計画は以下のとおりであります。

会社名
事業の種類
別セグメン
トの名称

地区 店舗数 設備の内容
予算金額
(百万円)

既支払額
(百万円)

今後の
所要金額
(百万円)

着手年月
完成予定
年月

増加能力

アールエヌティー

ホテルズ㈱　
ホテル事業　 東北地区 2 ホテル　 38 ― 38 平成19年12月　 平成21年12月　

13,406㎡

　

375室　

〃 ホテル事業 関東地区　 1 ホテル　 59 ― 59 平成20年5月　 平成21年6月　
6,202㎡　

207室　

〃　 ホテル事業　 九州地区　 1 ホテル　 58 ― 58 平成20年4月　 平成21年7月　
3,922㎡　

120室　

　 合　計 ―　 4 ―　 156 ― 156 ―　 ―　

23,531㎡

　

702室　

　（注）１　今後の所要金額156百万円につきましては、自己資金でまかなう予定であります。

　　　　２　金額には消費税等は含まれておりません。

(2) 重要な設備の除却等

当連結会計年度末現在において除却等を予定している重要な設備の計画は以下のとおりであります。

会社名
事業の種類別セグメン

トの名称
設備の内容 地区 店舗・工場数

福岡インフライトケイタリング㈱　

                          (注)２
機内食事業　 工場　 九州地区　 1

ロイヤル東日本㈱          (注)３ 外食事業　 店舗　 北海道地区　 7

　　　　　　 　〃   　　　(注)３ 外食事業　 店舗　 関東地区　 17

ロイヤル関西㈱ 外食事業　 店舗　 中部地区　 1

〃　 外食事業　 店舗　 関西地区 1

〃　 外食事業　 店舗　 中国地区 1

ロイヤル西日本㈱ 外食事業　 店舗　 中国地区　 2

〃 外食事業　 店舗　 九州地区　 8

ロイヤル空港レストラン㈱ 外食事業　 店舗　 関東地区　 2

ロイヤルカジュアルダイニング㈱

                         (注)４　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

外食事業　 店舗　 関東地区　 5

ミセスエリザベスマフィン㈱ 外食事業　 店舗　 関東地区　 3

〃 外食事業　 店舗　 九州地区　 1

㈱カフェクロワッサン 外食事業　 店舗　 関東地区　 2

セントレスタ㈱ 外食事業　 店舗　 関東地区　 1

㈱テンコーポレーション 外食事業　 店舗　 関東地区　 5

　 合計 　― ―　 57

　（注）１　上記店舗については、店舗閉鎖の意思決定時において設備の帳簿価額について所要の減損損失を計上するとともに、閉鎖により見込ま

れる店舗撤退関連損失額を店舗撤退損失引当金として1,320百万円計上しております。また、上記工場については、移転に伴う旧工場土

地及び設備の売却を予定しております。

        ２　福岡インフライトケイタリング㈱は、平成21年１月１日付で、福岡ケータリングサービス㈱から商号変更しております。

　　　　３　ロイヤル関東㈱は、平成21年１月１日付でロイヤル東日本㈱を吸収合併し、同日付でロイヤル東日本㈱に商号変更しております。当該被合

併会社の計画については、ロイヤル東日本㈱に含めて記載しております。

　　　　４　ロイヤルカジュアルダイニング㈱は、平成21年１月１日付で㈱ドゥ・レストランツ・ファンを吸収合併しております。当該被合併会社の計

画については、ロイヤルカジュアルダイニング㈱に含めて記載しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年３月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,804,189 40,804,189

東京証券取引所

市場第一部

福岡証券取引所

単元株式数 100株

計 40,804,189 40,804,189 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成19年12月３日（注） △1,532,000 40,804,189 ― 13,676 ― 23,936

　（注）　自己株式の消却による減少であります。
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
― 28 21 350 97 4 16,578 17,078 ―

所有株式数

(単元)
― 67,726 1,579 107,217 11,751 26 219,393 407,692 34,989

所有株式数

の割合(％)
― 16.61 0.39 26.30 2.88 0.01 53.81 100.00 ―

　（注）　自己株式3,028,330株は「個人その他」に30,283単元及び「単元未満株式の状況」に30株含まれております。なお、

株主名簿記載上の自己株式数と、期末日現在の実質的な所有株式数は一致しております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

キルロイ興産株式会社 福岡市博多区那珂３丁目28－５ 3,374 8.27

江頭　憲子 福岡市早良区 1,675 4.10

財団法人江頭ホスピタリィ

事業振興財団
福岡市博多区那珂３丁目28－５ 1,452 3.56

株式会社ダスキン 大阪府吹田市豊津町１－33 1,400 3.43

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４

Ｇ）

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,278 3.13

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,147 2.81

コカ・コーラウエストホール

ディングス株式会社
福岡市東区箱崎７丁目９－66 962 2.36

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１－１ 955 2.34

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13－１ 833 2.04

株式会社伊勢丹 東京都新宿区新宿３丁目14－１ 681 1.67

計 ― 13,759 33.72

　（注）　上記のほか、自己株式が3,028千株（7.42％）あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式     3,028,300
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    37,740,900 377,409 ―

単元未満株式 普通株式        34,989 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数         　  40,804,189 ― ―

総株主の議決権 ― 377,409 ―

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

ロイヤルホールディングス

株式会社

福岡市博多区那珂

三丁目28－５
3,028,300 ― 3,028,300 7.42

計 ― 3,028,300 ― 3,028,300 7.42

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号による普通株式の取得及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第３号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年11月21日）での決議状況

（取得期間　平成19年11月22日～平成20年３月31日）
1,500,000 1,500,000,000

当事業年度前における取得自己株式 404,600 498,848,600

当事業年度における取得自己株式 898,400 1,001,086,500

残存決議株式の総数及び価額の総額 197,000 64,900

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 13.13 0.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 13.13 0.00

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,147 1,202,680

当期間における取得自己株式 216 201,944

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる取得株式数は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
― ― ― ―

その他

（単元未満株式の買増請求による売渡し）
375 379,999 ― ―

保有自己株式数 3,028,330 ― 3,028,546 ―

（注）１　当期間におけるその他（単元未満株式の買増請求による売渡し）には、平成21年３月１日から有価証券報告

書提出日までの単元未満株式の買増請求により売渡した株式数は含めておりません。

２　当期間における保有自己株式数には、平成21年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる取得株式数及び単元未満株式の買増請求による売渡し株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社では株主への長期的かつ安定的な利益還元を経営の基本方針として位置付けるとともに、利益配当金と業績や

経営環境との連動を徐々に図ってまいる方針としております。具体的には、当面「連結当期純利益を基準に配当性向

20％以上を目安とする」方針です。

　当社は、年１回の期末配当を行うことを基本方針とし、この剰余金の配当の決定機関を株主総会としております。当

事業年度の期末配当につきましては、上記方針の下、諸情勢を勘案し、１株当たり10円として実施することを決定しま

した。

　内部留保資金につきましては、新規事業、出店、既存店の改装、システム投資等、今後の持続的な成長を遂げるために

必要な基盤の構築に有効活用してまいります。

　当社は「取締役会の決議によって、毎年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、中

間配当として剰余金の配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成21年３月26日

定時株主総会決議
377 10

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

最高(円) 1,770 1,860 1,955 1,648 1,200

最低(円) 989 1,229 1,526 1,061 716

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 1,099 1,106 1,012 995 1,055 1,064

最低(円) 1,011 950 901 716 953 900

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

会長

　 榎　本　一　彦 昭和18年

９月25日生

昭和41年４月 ㈱日本不動産銀行(現㈱あおぞら銀行

)入行

平成21年３

月26日開催

の定時株主

総会から１

年間

14,800

昭和47年４月 ㈱福岡相互銀行(現㈱西日本シティ銀

行)入行

昭和48年４月

昭和49年６月

福岡地所㈱入社

同社専務取締役

昭和52年３月 当社取締役

昭和54年８月 福岡地所㈱代表取締役社長

平成３年３月 当社代表取締役副会長

平成９年３月 当社代表取締役会長（現任）

平成15年８月 福岡地所㈱代表取締役会長（現任）

代表取締役

社長

　 今　井　明　夫 昭和20年

12月17日生

昭和43年４月 富士製鐵㈱(現新日本製鐵㈱)入社 平成21年３

月26日開催

の定時株主

総会から１

年間

11,500

昭和49年６月 福岡地所㈱入社、東京支社長

平成３年４月 アールアンドディープランニング㈱

（現ダイワロイヤル㈱、平成16年４

月ビジネスホテル事業を会社分割

（アールエヌティーホテルズ㈱））

取締役

平成９年３月 ロイヤルインターナショナルエアー

ケイタリング㈱取締役

平成11年３月 当社監査役

平成13年３月 当社取締役副社長

平成17年７月 当社代表取締役社長（現任）

取締役 食品事業、

機内食事業、

ロイヤルホ

スト部門フ

ランチャイ

ザー機能担

当

事業統括本

部長

大　野　晨　生 昭和16年

10月３日生

昭和41年３月 キャセイパシフィック航空会社入社 平成21年３

月26日開催

の定時株主

総会から１

年間

5,000

平成６年12月 キャセイ関西ターミナルサービス㈱

代表取締役社長

平成７年３月 当社取締役(平成10年６月辞任)

ロイヤルインターナショナルエアー

ケイタリング㈱代表取締役社長

平成10年７月 当社業務執行役員（平成11年３月退

任）

平成12年３月 ㈱関西インフライトケイタリング代

表取締役社長（現任）

平成14年５月 オージー・ロイヤル㈱（現ロイヤル

関西㈱）代表取締役社長（現任）

平成16年３月 当社取締役

平成19年１月 ロイヤル㈱代表取締役社長（現任）

平成20年11月 当社取締役事業統括本部長（現任）

取締役 ホテル事業担

当

前　原　和　洋 昭和19年

２月23日生

昭和42年４月 長谷川香料㈱入社 平成21年３

月26日開催

の定時株主

総会から１

年間

5,000

昭和47年９月 三建不動産㈱入社

昭和55年１月 当社入社

平成２年６月 当社立地開発部長

平成３年４月 アールアンドディープランニング㈱

（現ダイワロイヤル㈱）取締役

平成５年４月 同社常務取締役

平成11年10月 同社専務取締役

平成16年４月 アールエヌティーホテルズ㈱代表取

締役社長（現任）

平成18年３月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 事業統括本部

副本部長（財

務・経営計画

担当）兼総合

企画部長兼法

務部長

菊　地　唯　夫 昭和40年

12月４日生

昭和63年４月 ㈱日本債券信用銀行（現㈱あおぞら

銀行）入行

平成21年３

月26日開催

の定時株主

総会から１

年間

800

平成９年６月 同行秘書室秘書役

平成12年２月 ドイツ証券会社東京支店入社 

平成15年４月 同社投資銀行本部ディレクター 

平成16年４月 当社入社執行役員総合企画部長兼法

務室長 

平成19年３月 当社取締役総合企画部長兼法務部長

兼グループマネジメント部長

平成20年11月 当社取締役事業統括本部副本部長

（財務・経営計画担当）兼総合企画

部長兼法務部長（現任）

取締役 内部監査部長 吉　田　郁　朗 昭和27年

10月６日生

昭和52年４月 当社入社 平成21年３

月26日開催

の定時株主

総会から１

年間

2,800

平成４年１月 当社計数管理室長

平成12年１月 当社業務執行役員計数管理室長

平成16年７月 当社業務執行役員内部監査室長兼戦

略分析室長

平成17年７月 当社執行役員内部監査室長

平成20年１月 当社執行役員内部監査部長

平成20年３月 当社取締役内部監査部長（現任）

取締役 　 末　吉　紀　雄 昭和20年

２月18日生

昭和42年４月 日米コカ・コーラボトリング㈱（現

コカ・コーラウエスト㈱）入社

平成21年３

月26日開催

の定時株主

総会から１

年間

―

平成３年３月 同社取締役

平成７年３月 同社常務取締役

平成９年８月 同社専務取締役

平成11年３月 同社取締役

同社副社長

平成14年３月 同社代表取締役（現任）

同社社長兼ＣＥＯ

平成17年３月 当社取締役（現任）

平成18年７月 コカ・コーラウエストホールディン

グス㈱（現コカ・コーラウエスト

㈱）ＣＥＯ

平成21年１月 同社社長兼ＣＥＯ（現任）

常勤監査役 　 浦　　　一　馬 昭和28年

12月25日生

昭和52年４月 当社入社 平成19年３

月27日開催

の定時株主

総会から４

年間

―

平成９年１月 当社経理部福岡経理課長

平成14年２月 当社経理部長

平成16年４月 当社業務執行役員財務経理部長

平成16年10月 当社業務執行役員財務部長

平成17年３月 当社常勤監査役（現任）

常勤監査役 　 冨　永　真　理 昭和27年

７月６日生

昭和51年９月 当社入社（昭和57年４月退社） 平成20年３

月26日開催

の定時株主

総会から４

年間

216,000

昭和62年２月 当社入社

平成２年３月 当社取締役（平成10年６月辞任）

平成10年７月 当社業務執行役員エアーケイタリン

グ部長

平成15年３月 当社取締役

平成20年３月 当社常勤監査役（現任）

監査役 　 永　田　　　昇 昭和14年

８月１日生

昭和39年４月 ㈱日本興業銀行（現㈱みずほコーポ

レート銀行）入行

平成20年３

月26日開催

の定時株主

総会から４

年間

1,000

平成４年６月 同行取締役

平成７年６月 興銀リース㈱常務取締役

平成９年６月 同社専務取締役

平成12年５月 ㈱日本興業銀行参与

平成12年６月 ＩＢＪホワイトホール銀行副会長

平成14年３月 東京ベイヒルトン㈱取締役社長

平成17年３月 当社監査役（現任）

平成17年６月 理研計器㈱監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役  渋　田　一　典 昭和19年

５月26日生

昭和43年４月 ㈱福岡銀行入行 平成20年３

月26日開催

の定時株主

総会から４

年間

―

  平成11年６月 同行常務取締役  
  平成14年６月 同行代表取締役専務取締役  
  平成17年５月 同行代表取締役副頭取（現任）  
  平成19年４月 ㈱ふくおかフィナンシャルグループ

代表取締役副社長（現任）

 

  平成20年３月 当社監査役（現任）  

　 　 　 　 　 　 計 256,900

　（注）１　取締役末吉紀雄は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役永田昇及び渋田一典は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　当社では、少人数による取締役会の審議の充実と、意思決定の的確化・迅速化を図るため執行役員制度を導入

しております。執行役員は、以下の５名で構成されております。

常務執行役員 高岡　淑雄 事業統括本部副本部長（営業担当）

執行役員 串田　覚 人事部長兼情報システム部担当

執行役員 藤岡　聡 財務部長兼広報部担当

執行役員 木村　公篤 経理部長

執行役員 佐々木　徳久 ロイヤルホスト改革プロジェクト担当

４　当社では、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役２名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

(氏名) (生年月日) (略歴) (所有株式数)

柴戸　隆成 昭和29年３月13日生 昭和51年４月 ㈱福岡銀行入行 ―

  平成17年４月 同行常務取締役  

  平成18年６月 同行取締役常務執行役員  

  平成19年４月 同行取締役専務執行役員（現任）  

  
　 ㈱ふくおかフィナンシャルグループ

取締役（現任）
 

小川 愷比

行

昭和33年７月27日生 昭和56年４月 ㈱日本興業銀行（現㈱みずほコーポ

レート銀行）入行

―

  平成18年４月 同行新宿営業部長  

  平成20年４月 同行福岡営業部長（現任）  
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社グループでは法令遵守と企業倫理の徹底を経営の最重要課題のひとつとして位置付けております。とりわけ

「食」を事業の柱とする企業として食品の安全性、衛生管理に対しては創業以来、厳格な対応を徹底しております。ま

た、平成17年７月には「ロイヤルグループ行動基準」を制定し、グループ全役職員がこれを共有し、法令遵守はもとよ

り、高い倫理観・道徳観をもった良識ある企業経営ができるよう努めております。今後も当社としましてはコーポ

レート・ガバナンスが有効に機能するよう、常にグループ体制・制度の見直し、透明性のある公正な体制を整備して

まいります。

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

　当社は監査役制度を採用しております。また会社の機関としては、会社法に規定する株主総会、取締役会、監査

役会及び会計監査人を設置しております。取締役会については、取締役７名（当社の取締役は10名以内とする旨

定款に定めております。）、うち社外取締役１名で構成され、経営及び業務執行にかかわる最高意思決定機関と

して毎月１回開催されるほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項を決定する

とともに業務執行の状況を逐次監督しております。監査役会については、監査役４名、うち社外監査役２名で構

成され、経営や業務執行の監督・牽制機能を果たすべく、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を

行い、又は決議を行っております。また取締役、常務執行役員等を構成員とする経営会議を月１回開催し、経営の

基本方針について十分な議論を通じて、適切な経営判断を行うことができるよう、グループ全体の業務執行に関

する重要事項を報告・審議しております。

②　会社の機関及び内部統制の関係図

③　内部統制システム整備の状況

　当社は、取締役会において内部統制システムの整備に関する基本方針を決定し、本基本方針に従い、コンプライ

アンス、リスク管理、業務の効率性の確保の観点から、具体的な体制整備と業務執行を行っております。当社は、

平成17年７月に、機動的かつ柔軟な経営体制の構築を目的とし、持株会社体制に移行しております。当社では、持

株会社体制移行に際して、グループ企業の取締役、役職員が常に意識すべき基準として「ロイヤルグループ行動

基準」を、グループ全体の経営効率向上と実効あるコーポレート・ガバナンスを確保することを目的として

「ロイヤルグループ子会社管理規程」をそれぞれ制定し、グループ全体の遵法意識の醸成を図っております。

　また、グループ全体の運営においては、当社の主要部門長及び監査役が子会社の取締役、監査役にそれぞれ就任

することで、重要事項の決定に際して牽制機能が働く体制を構築するものとしております。

④　内部監査及び監査役監査の状況
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　当社は、内部監査部門として、内部監査部を社長直属組織として設置し、部長以下合計12名の人員が年間監査計

画並びに代表取締役からの指示に基づき、グループ全体の業務運営が適法かつ社会的責任を踏まえた上で執行

されているか監査を行っております。また、食を中心に展開する企業グループとして社会的責任を果たすべく、

グループ全体の品質衛生管理を統括する部署として、品質衛生管理部を内部監査部と同様に社長直属組織とし

て設置し、部長以下合計12名が、グループ全体の品質衛生管理にかかわる基準の策定、品質衛生管理の状況につ

いての監査を行っております。また監査役は取締役会に常時出席し、経営執行状況について監査を実施するほ

か、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、経営会議等重要な会議に出席し、監査役として

の監査が実質的に機能するよう体制整備を行っております。さらに、監査役会は代表取締役と定期的に会合を持

ち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換し、代表取締

役との相互認識を深めるとともに、監査役は必要に応じて、会計監査人や内部監査部と会合を持つことで、密接

な連携がとれる体制を構築しております。

⑤　会計監査の状況

　当社は、会計監査につきましては監査法人トーマツと監査契約を締結しており、法定監査のほか、会計上の課題

について随時確認を行い、適正な処理を行っております。

　当期において業務を執行した公認会計士は次のとおりであります。

　なお、下記３名の公認会計士のほか、公認会計士９名、会計士補等12名、その他の者２名の合計23名が補助者と

して当期の会計監査業務に携わっております。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員・業務執行社員　鳥巣宣明氏 監査法人トーマツ

指定社員・業務執行社員　國井泰成氏 監査法人トーマツ

指定社員・業務執行社員　野澤　啓氏 監査法人トーマツ

（注）　継続監査年数については、７年を超える者がおりませんので記載を省略しております。

⑥　社外取締役及び社外監査役との関係

　当社の社外取締役末吉紀雄氏は、コカ・コーラウエストホールディングス株式会社（現コカ・コーラウエスト

株式会社）の代表取締役であり、また社外監査役渋田一典氏は株式会社福岡銀行の代表取締役副頭取でありま

す。当社と上記コカ・コーラウエストホールディングス株式会社の子会社であるコカ・コーラウエストジャパ

ン株式会社（平成21年１月１日付で現コカ・コーラウエスト株式会社と合併）及び株式会社福岡銀行との間に

は定常的な取引があります。取引内容は一般的な商業取引及び銀行取引であり、社外取締役及び社外監査役個人

が直接利害関係を有するものではありません。

⑦　責任限定契約の内容

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額を上限とし

ております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役又は社外監査役がその職務を行うにつき善

意でありかつ重大な過失がないときに限られております。

（２）リスク管理体制の整備の状況

　当社及び当社グループのリスク管理に係る基本的な事項を定めた「リスク管理規程」を制定し、当社グループを

取り巻くさまざまなリスクに的確に対処できる管理体制を整備するとともに、リスク管理委員会がグループ全体

のリスクの評価、分析、対応策の検討を行い、「緊急時対応規程」において正常な事業活動に著しい影響を及ぼす

事態が発生した場合の対応体制、対応手順等について定めることにより、損失の極小化に努めております。

　また、大規模災害、食品事故等、グループ全体に大きな影響を与えるリスクに対しては、別途対応マニュアルを作

成するなど、グループ全体に周知徹底を図り、リスクの拡大を最小限にとどめる体制をとるものとしております。

　この他に、従業員からの通報・相談を受け付けるヘルプラインを複数設置するなど、分権型経営の下においても

有効に機能する体制の構築に努めております
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（３）役員報酬の内容

区分
人数
(名)

年間報酬総額
(百万円) 摘要

取締役 ９ 89 うち、社外取締役 １名 ２百万円

監査役 ６ 25 うち、社外監査役 ３名 ４百万円

　（注）１　上記には、平成20年３月26日開催の第59期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名及び監査

役２名（うち社外監査役１名）を含んでおります。

　２　取締役の年間報酬総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　３　取締役の報酬額は、平成18年３月28日開催の第57期定時株主総会において「年額２億円以内と定めた固

定枠と、前事業年度の連結当期純利益の2.0％以内と定めた変動枠の合計額」と決議いただいておりま

す。

　４　監査役の報酬額は、平成17年３月25日開催の第56期定時株主総会において、年額4,000万円以内と決議い

ただいております。

（４）監査報酬の内容

区分
年間報酬総額
（百万円）

監査契約に基づく監査証明に係る報酬 47

それ以外の報酬 9

（５）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

（６）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①　自己株式の取得

　当社は、経済情勢の変化に対応して機動的な資本政策を遂行できるようにするため、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって自己株式を取得することができる旨定款に定めております。

②　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に

よって、毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

③　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり、期待された役割を十分に発揮できるようにするため、会社法

第426条第１項の規定により、取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の賠

償責任について、善意でかつ重大な過失がない場合には、法令の定める限度額の範囲内で、取締役会の決議に

よって免除することができる旨定款に定めております。

（７）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）及び当事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）

の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

(平成19年12月31日)
当連結会計年度

(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  9,425   5,763  

２　受取手形及び売掛金 　  3,922   3,975  

３　有価証券 　  300   ―  

４　たな卸資産 　  1,745   1,798  

５　繰延税金資産 　  625   597  

６　その他 　  3,645   4,732  

　　貸倒引当金 　  △4   △5  

流動資産合計 　  19,660 23.1  16,860 21.7

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1) 建物及び構築物 　 48,527   47,730   

減価償却累計額 　 34,786 13,740  35,216 12,514  

(2) 機械装置及び運搬具 　 7,597   7,815   

減価償却累計額 　 6,517 1,079  6,730 1,085  

(3) 工具器具及び備品 　 19,314   20,125   

減価償却累計額 　 15,894 3,419  16,813 3,311  

(4) 土地 　  12,735   12,582  

(5) 建設仮勘定 　  21   8  

有形固定資産合計 　  30,996 36.4  29,502 38.0

２　無形固定資産 　       

(1) のれん 　  1,775   813  

(2) その他 　  659   597  

無形固定資産合計 　  2,434 2.8  1,410 1.8

３　投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 ※１  7,093   5,570  

(2) 長期貸付金 　  218   215  

(3) 差入保証金 　  22,995   22,321  

(4) 繰延税金資産 　  1,545   1,484  

(5) その他 　  481   619  

　　貸倒引当金 　  △187   △263  

投資その他の資産合計 　  32,147 37.7  29,947 38.5

固定資産合計 　  65,579 76.9  60,860 78.3

資産合計 　  85,239 100.0  77,721 100.0
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前連結会計年度

(平成19年12月31日)
当連結会計年度

(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 　  3,793   3,722  

２　短期借入金 　  7,800   4,800  

３　一年内返済長期借入金 　  2,866   3,155  

４　未払法人税等 　  1,306   839  

５　賞与引当金 　  174   8  

６　役員賞与引当金 　  32   ―  

７　ポイントカード引当金 　  180   280  

８　株主優待費用引当金 　  104   106  

９　店舗撤退損失引当金 　  5   1,412  

10　工場解体費用引当金 　  99   ―  

11　その他 　  6,904   7,851  

流動負債合計 　  23,265 27.3  22,175 28.6

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 　  7,641   10,445  

２　退職給付引当金 　  638   267  

３　繰延税金負債 　  84   6  

４　その他 　  773   1,342  

固定負債合計 　  9,138 10.7  12,062 15.5

負債合計 　  32,403 38.0  34,238 44.1

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  13,676 16.0  13,676 17.6

２　資本剰余金 　  23,936 28.1  23,936 30.8

３　利益剰余金 　  14,832 17.4  8,461 10.9

４　自己株式 　  △2,684 △3.1  △3,686 △4.8

株主資本合計 　  49,759 58.4  42,386 54.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価
差額金

　  752 0.9  67 0.1

２　為替換算調整勘定 　  2 0.0  △8 △0.0

評価・換算差額等合計 　  754 0.9  58 0.1

Ⅲ　少数株主持分 　  2,321 2.7  1,037 1.3

純資産合計 　  52,836 62.0  43,483 55.9

負債純資産合計 　  85,239 100.0  77,721 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  121,598 100.0  118,439 100.0

Ⅱ　売上原価 　  40,441 33.3  37,715 31.8

売上総利益 　  81,157 66.7  80,723 68.2

Ⅲ　その他の営業収入 　  1,396 1.2  1,655 1.4

営業総利益 　  82,553 67.9  82,379 69.6

Ⅳ　販売費及び一般管理費 　       

１　販売手数料 　 757   724   

２　従業員給与・賞与  ※１ 31,191   31,629   

３　法定福利・厚生費 　 3,500   3,605   

４　水道・光熱費 　 5,696   5,628   

５　賃借料 　 17,955   19,637   

６　修理営繕費 　 1,463   1,422   

７　減価償却費 　 2,647   3,214   

８　のれん償却額 　 482   553   

９　その他  14,660 78,356 64.4 14,886 81,301 68.7

営業利益 　  4,197 3.5  1,077 0.9

Ⅴ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 19   23   

２　受取配当金 　 97   111   

３　持分法による投資利益 　 147   35   

４　販売協力金収入 　 124   145   

５　その他 　 368 757 0.6 258 574 0.5

Ⅵ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 217   243   

２　その他 　 167 384 0.3 216 460 0.4

経常利益 　  4,570 3.8  1,191 1.0
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前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％)

Ⅶ　特別利益 　       

１　受取営業補償金 　 175   113   

２　固定資産売却益 ※２ ―   33   

３　工場解体費用引当金
戻入額

　 ― 175 0.1 44 191 0.2

Ⅷ　特別損失 　       

　１　投資有価証券評価損 　 ―   573   

２　固定資産売廃却損 ※３ 300   345   

３　のれん減損損失等 ※４ ―   1,575   

４　減損損失 ※５ 351   1,672   

５　店舗撤退損失引当金
　　繰入額

　 5   1,408   

６　貸倒引当金繰入額 　 ―   71   

７　品質衛生管理費用 ※６ 53   ―   

８　賃貸借契約等
　　支払解約金

　 46   ―   

９　持分変動損失 　 135   ―   

10　工場移転費用引当金
　　繰入額

　 97   ―   

11　物流関連損失 ※７ 82 1,072 0.9 ― 5,647 4.8

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前
当期純損失(△)

　  3,673 3.0  △4,264 △3.6

法人税、住民税
及び事業税

　 2,089   1,264   

過年度法人税、住民税
及び事業税

　 ―   △62   

法人税等調整額 　 243 2,333 1.9 329 1,530 1.3

少数株主利益又は
少数株主損失(△) 　  276 0.2  △197 △0.2

当期純利益又は
当期純損失(△) 　  1,064 0.9  △5,597 △4.7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

13,676 23,942 16,484 △4,125 49,978

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 ― ― △781 ― △781

当期純利益 ― ― 1,064 ― 1,064

自己株式の取得 ― ― ― △501 △501

自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

自己株式の消却 ― △1,941 ― 1,941 ―

その他資本剰余金のてん補 ― 1,935 △1,935 ― ―

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

― △6 △1,652 1,440 △218

平成19年12月31日　残高
（百万円）

13,676 23,936 14,832 △2,684 49,759

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

 為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

1,153 ― 1,153 2,182 53,314

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 ― ― ― ― △781

当期純利益 ― ― ― ― 1,064

自己株式の取得 ― ― ― ― △501

自己株式の処分 ― ― ― ― 0

自己株式の消却 ― ― ― ― ―

その他資本剰余金のてん補 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△401 2 △398 139 △259

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△401 2 △398 139 △478

平成19年12月31日　残高
（百万円）

752 2 754 2,321 52,836

当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日　残高
（百万円）

13,676 23,936 14,832 △2,684 49,759

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 ― ― △773 ― △773

当期純損失 ― ― △5,597 ― △5,597

自己株式の取得 ― ― ― △1,002 △1,002

自己株式の処分 ― △0 ― 0 0

その他資本剰余金のてん補 ― 0 △0 ― ―

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

― ― △6,371 △1,001 △7,372
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年12月31日　残高
（百万円）

13,676 23,936 8,461 △3,686 42,386

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

 為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成19年12月31日　残高
（百万円）

752 2 754 2,321 52,836

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 ― ― ― ― △773

当期純損失 ― ― ― ― △5,597

自己株式の取得 ― ― ― ― △1,002

自己株式の処分 ― ― ― ― 0

その他資本剰余金のてん補 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△684 △10 △695 △1,284 △1,980

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△684 △10 △695 △1,284 △9,353

平成20年12月31日　残高
（百万円）

67 △8 58 1,037 43,483
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失(△) 　 3,673 △4,264

減価償却費 　 3,268 3,848

のれん減損損失等 　 ― 1,575

減損損失 　 351 1,672

のれん償却額 　 482 553

貸倒引当金の増減額（△は減少） 　 △0 77

賞与引当金の増減額（△は減少） 　 △162 △189

株主優待費用引当金の増減額
（△は減少）

　 △21 2

退職給付引当金の増減額
（△は減少） 

　 ― △378

工場解体費用引当金の増減額
（△は減少） 

　 ― △99

店舗撤退損失引当金繰入額 　 5 1,408

受取利息及び受取配当金 　 △116 △135

支払利息 　 217 243

持分法による投資利益 　 △147 △35

固定資産売却益 　 ― △33

固定資産売廃却損 　 300 345

持分変動損失 　 135 ―

投資有価証券評価損 　 ― 573

売上債権の増減額（△は増加） 　 △438 29

たな卸資産の増減額（△は増加） 　 △66 △48

仕入債務の増減額（△は減少） 　 38 △105

未払金の増減額（△は減少） 　 517 △494

その他  △108 279

小計 　 7,927 4,828

利息及び配当金の受取額 　 165 184

利息の支払額 　 △214 △242

法人税等の還付額 　 566 291

法人税等の支払額 　 △2,142 △2,013

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 6,301 3,048
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前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

有価証券の取得による支出 　 △300 ―

有価証券の償還による収入 　 300 300

有形固定資産の取得による支出 　 △3,322 △3,501

有形固定資産の売却による収入 　 46 29

投資有価証券の取得による支出 　 △1,011 △0

投資有価証券の売却による収入 　 108 4

子会社株式の追加取得による支出 　 △68 △1,094

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
取得による支出

※２ △528 △740

差入保証金の純増減額（△は増加） 　 219 628

店舗撤退等による支出 　 △69 △129

その他 　 △65 △285

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △4,692 △4,790

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入金の純増減額（△は減少） 　 △499 △3,000

長期借入れによる収入 　 4,700 6,100

長期借入金の返済による支出 　 △3,032 △3,006

自己株式の取得による支出 　 △501 △1,002

配当金の支払額 　 △781 △773

少数株主への配当金の支払額 　 △150 △226

その他 　 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △265 △1,909

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 2 △10

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額
　　（△は減少）

　 1,346 △3,662

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 8,611 9,425

Ⅶ　連結の範囲変更に伴う現金及び
現金同等物の増減額（△は減少）

　 △532 ―

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 9,425 5,763
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社　 　21社
　ロイヤル㈱、ロイヤル東日本㈱、ロイヤ

ル関東㈱、ロイヤル関西㈱、ロイヤル西

日本㈱、ロイヤル空港レストラン㈱、ロ

イヤルカジュアルダイニング㈱、㈱ドゥ

・レストランツ・ファン、那須高原フー

ドサービス㈱、ミセスエリザベスマフィ

ン㈱、イルフォルノジャパン㈱、㈱カ

フェクロワッサン、エスシーロイヤル

㈱、アールアンドケーフードサービス

㈱、アールアンドアイダイニング㈱、セ

ントレスタ㈱、㈱テンコーポレーショ

ン、北京楽雅餐飲管理有限公司、㈱関西

インフライトケイタリング、アールエヌ

ティーホテルズ㈱、ロイヤルマネジメン

ト㈱

（注）エスシーロイヤル㈱は、平成20年
１月１日付けで、ロイヤルコントラクト

サービス㈱に社名を変更しております。

　なお、セントレスタ㈱につきましては、

当連結会計年度において株式を取得し

たことにより、北京楽雅餐飲管理有限公

司につきましては、当連結会計年度にお

いて新たに設立したことにより、ロイヤ

ル関東㈱及びミセスエリザベスマフィ

ン㈱につきましては、当連結会計年度に

おいて連結子会社であるロイヤル㈱が

会社分割により設立したことにより、当

連結会計年度から連結の範囲に含めて

おります。

　ロイヤル食品㈱につきましては、当連

結会計年度において同社が第三者割当

増資を実施したことにより、当社の議決

権比率が低下し関連会社となったため、

当連結会計年度から連結の範囲より除

いております。

(1) 連結子会社　 　22社
　ロイヤル㈱、ロイヤル東日本㈱、ロイヤ

ル関東㈱、ロイヤル関西㈱、ロイヤル西

日本㈱、ロイヤル空港レストラン㈱、ロ

イヤルカジュアルダイニング㈱、㈱ドゥ

・レストランツ・ファン、那須高原フー

ドサービス㈱、ミセスエリザベスマフィ

ン㈱、イルフォルノジャパン㈱、㈱カ

フェクロワッサン、ロイヤルコントラク

トサービス㈱、アールアンドケーフード

サービス㈱、アールアンドアイダイニン

グ㈱、セントレスタ㈱、㈱テンコーポ

レーション、北京楽雅餐飲管理有限公

司、福岡ケータリングサービス㈱、㈱関

西インフライトケイタリング、アールエ

ヌティーホテルズ㈱、ロイヤルマネジメ

ント㈱

　なお、福岡ケータリングサービス㈱に

つきましては、当連結会計年度において

株式を取得したことにより、当連結会計

年度から連結の範囲に含めております。

　

 (2) 非連結子会社　　１社
㈲大濠観光会館

(2) 非連結子会社　　１社
同左

 (連結の範囲から除いた理由)
　非連結子会社は、小規模会社であり、総

資産、売上高、当期純損益(持分に見合う
額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等
は連結財務諸表に重要な影響を及ぼさ

ないため連結の範囲より除いておりま

す。

(連結の範囲から除いた理由)
同左
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前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社数　　２社
　ジャルロイヤルケータリング㈱

　ロイヤル食品㈱

　なお、ロイヤル食品㈱につきましては、

当連結会計年度において同社が第三者

割当増資を実施したことにより、当社の

議決権比率が低下し関連会社となった

ため、当連結会計年度から持分法の適用

範囲に含めております。

(1) 持分法適用の関連会社数　　２社
　ジャルロイヤルケータリング㈱

　ロイヤル食品㈱

　

 (2) 持分法を適用していない会社名
非連結子会社　㈲大濠観光会館

関連会社　　　㈱アソート

楽雅楽食品股?有限

公司

(2) 持分法を適用していない会社名
同左

　

 (持分法を適用しない理由)
　持分法非適用会社は、それぞれ当期純

損益(持分に見合う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等から見て、持分法の
対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用範囲よ

り除いております。

(持分法を適用しない理由)
同左

 (3) 持分法適用の会社の事業年度等に関す
る事項

　持分法適用会社のうち決算日が連結決

算日と異なる会社につきましては、連結

財務諸表作成にあたり、連結決算日に実

施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。

(3) 持分法適用の会社の事業年度等に関す
る事項

同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、すべて12月31日
で連結決算日と一致しております。

　なお、㈱テンコーポレーションにつきま

しては、当連結会計年度において決算期変

更を行い、決算日を３月31日から12月31日
に変更しております。従って、同社は、平成

19年12月31日において９ヶ月間の決算を
実施しておりますが、前連結会計年度で

は、同社の平成18年12月31日において実施
した仮決算に基づく財務諸表を使用して

連結財務諸表を作成しており、当連結会計

年度は、同社の平成19年１月１日から12月
31日までの期間に係る財務諸表を使用し
て連結財務諸表を作成しております。 

　連結子会社の決算日は、すべて12月31日
で連結決算日と一致しております。
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前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

(イ)満期保有目的の債券
　償却原価法(定額法)によっておりま
す。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

(イ)満期保有目的の債券
同左

 (ロ)その他有価証券
時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく

時価法によっております。 

　なお、評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。

(ロ)その他有価証券
時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法によって

おります。

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

(イ)製品及び半製品
　売価還元法による原価法によってお

ります。

②　たな卸資産

(イ)製品及び半製品
同左

 (ロ)商品
　総平均法による原価法によっており

ます。ただし、直営売店の商品は、最終

仕入原価法による原価法によってお

ります。

(ロ)商品
同左

 (ハ)原材料、仕掛品及び貯蔵品
　最終仕入原価法による原価法によっ

ております。

(ハ)原材料、仕掛品及び貯蔵品
同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
 ①　有形固定資産

　主として定率法（平成10年４月１日以
降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）によっており

ます。

　ただし、当社が㈱関西インフライトケ

イタリングへ賃貸中の資産（建物・構

築物・機械装置）については、定額法に

よっております。

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

①　有形固定資産

同左

 ②　無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によってお

ります。

　ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法によっております。

②　無形固定資産

同左
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前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

③　役員賞与引当金

同左

 ④　退職給付引当金

　一部の連結子会社の従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務に基づき計上しており

ます。

④　退職給付引当金

同左

 ⑤　ポイントカード引当金

　「ホスピタリティポイントカード」制

度に基づき顧客に付与されたポイント

の使用による費用負担に備えるため、当

連結会計年度末において将来使用され

ると見込まれるポイントに対する所要

額を計上しております。

⑤　ポイントカード引当金

　主として「ホスピタリティポイント

カード」制度に基づき顧客に付与され

たポイントの使用による費用負担に備

えるため、当連結会計年度末において将

来使用されると見込まれるポイントに

対する所要額を計上しております。
 ⑥　株主優待費用引当金

　株主優待券の利用による費用負担に備

えるため、株主優待券の利用実績等を基

礎に、当連結会計年度末において将来利

用されると見込まれる株主優待券に対

する所要額を計上しております。

⑥　株主優待費用引当金

同左

 ⑦　店舗撤退損失引当金

　店舗閉鎖に伴い発生する損失負担に備

えるため、店舗撤退関連損失見込額を計

上しております。

⑦　店舗撤退損失引当金

同左

 ⑧　工場解体費用引当金

　工場解体に伴い発生する損失負担に備

えるため、工場解体関連費用見込額を計

上しております。 

⑧　工場解体費用引当金

同左

 ⑨　工場移転費用引当金

　工場移転に伴い発生する損失負担に備

えるため、工場移転関連費用見込額を計

上しております。 

⑨　工場移転費用引当金

――――――

 　

　

（注）上記引当金のうち、役員賞与引当

金及び工場解体費用引当金は、当連結会

計年度において全額取崩しを行ってお

ります。
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前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通
貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債並びに収

益及び費用は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、為替差額は純資

産の部における為替換算調整勘定に含

めております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通
貨への換算の基準

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法
同左

 (6) 消費税等の会計処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式を採用しております。

(6) 消費税等の会計処理方法
同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんの償却については、原則として５

年間の定額法により償却を行っておりま

す。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、
随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資で

あります。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

（固定資産の減価償却方法の変更）

　平成19年度の法人税法の改正（「所得税法等の一部を

改正する法律」（平成19年３月30日　法律第６号）及び

「法人税法施行令の一部を改正する政令」（平成19年３

月30日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産の減価償却の方法を、改正後の法

人税法に基づく方法と同一の方法に変更しております。

　なお、従来、連結子会社である㈱テンコーポレーション

の有形固定資産の減価償却の方法は定額法によっており

ましたが、上記変更に合わせ、親子会社間の会計処理を統

一するため、建物（建物附属設備を除く）を除き定率法

へ変更いたしました。

　これらの変更により、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ147百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

――――――

　

（企業結合に係る会計基準等）

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日

　企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会　最終改正平成19年11月15日　企業会計基準適用指針

第10号）を適用しております。

――――――

　

表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで無形固定資産に「連結調整勘定」

と表示していたもの（当連結会計年度1,775百万円）は、

当連結会計年度より「のれん」と表示しております。 

　

――――――

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで販売費及び一般管理費に「連結調

整勘定償却額」と表示していたもの（当連結会計年度

482百万円）は、当連結会計年度より「のれん償却額」と

表示しております。 

――――――

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フ

ローに「連結調整勘定償却額」として表示していたもの

（当連結会計年度482百万円）は、当連結会計年度より

「のれん償却額」と表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「退職給付引当

金の増減額（△は減少）」は、前連結会計年度までは

「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要

性が増したため区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「退

職給付引当金の増減額（△は減少）」は△16百万円であ

ります。
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追加情報

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

―――――― （有形固定資産の残存簿価の減価償却）

　法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律

（平成19年３月30日　法律第６号）及び法人税法施行令

の一部を改正する政令（平成19年３月30日　政令第83

号））に伴い、当連結会計年度より、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産のうち、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により償却可能限度額（取

得価額の95％相当額）まで償却が終了したものについて

は、償却が終了した翌連結会計年度から残存簿価を５年

間で均等償却しております。

　これにより、営業利益、経常利益が250百万円減少し、税

金等調整前当期純損失が同額増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

―――――― （ポイントカード引当金）

　ホテル事業を営む連結子会社におけるポイント制度に

ついて、将来使用されると見込まれるポイントの合理的

な見積りが可能となったことから、当連結会計年度より

ポイントカード引当金の計上を行っております。

　なお、当連結会計年度における繰入額（95百万円）は、

販売費及び一般管理費の「その他」に含まれておりま

す。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

―――――― （関係会社の組織再編）

　平成21年１月１日付けで、当社の連結子会社は、以下の

組織再編を行っております。

(1) ロイヤル関東㈱によるロイヤル東日本㈱の吸収合併

(2) ロイヤルカジュアルダイニング㈱による㈱ドゥ・レ

ストランツ・ファンの吸収合併

(3) 福岡ケータリングサービス㈱を承継会社とするロイ

ヤル㈱の機内食事業の吸収分割

EDINET提出書類

ロイヤルホールディングス株式会社(E04783)

有価証券報告書

49/96



注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に係る注記

　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとお

りであります。

※１　非連結子会社及び関連会社に係る注記

　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとお

りであります。

投資有価証券(株式)    1,456百万円 投資有価証券(株式) 1,442百万円

　２　貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

５行と貸出コミットメント契約を締結しております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に

係る借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額      5,000百万円 

借入実行残高 ―

　差引額      5,000百万円 

　２　貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金等の効率的な調達を行うため、取引銀

行５行と貸出コミットメント契約を締結しております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に

係る借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額       5,000百万円 

借入実行残高 ―

　差引額      5,000百万円 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

※１　従業員給与・賞与（販売費及び一般管理費）

　販売費及び一般管理費の「従業員給与・賞与」には、

賞与引当金繰入額168百万円が含まれております。

※１　　　　　　　　―――――

※２　　　　　　　　――――― ※２　固定資産売却益（特別利益）　

　「固定資産売却益」の主なものは、施設等利用権売却

益26百万円であります。

※３　固定資産売廃却損（特別損失）

　「固定資産売廃却損」の主なものは、店舗の閉店又は

改修・改装等により生じたものであり、建物及び構築物

売廃却損161百万円、工具器具及び備品売廃却損57百万

円、土地売却損16百万円などであります。

※３　固定資産売廃却損（特別損失）

　「固定資産売廃却損」の主なものは、店舗の閉店又は

改修・改装等により生じたものであり、建物及び構築物

売廃却損141百万円、機械装置及び運搬具売廃却損12百

万円、工具器具及び備品売廃却損59百万円であります。

※４　　　　　　　　―――――

　

※４　のれん減損損失等（特別損失）

　「のれん減損損失等」の内容は、次のとおりでありま

す。

(１)のれん減損損失　　　　　　　　　1,029百万円

外食事業を営む連結子会社に対する投資に係るも

のであり、取得時における事業計画で想定した収

益が見込めなくなったため、当連結会計年度末に

おける未償却残高の全額を減損損失として計上し

たものであります。

(２)関係会社株式取得価額に係る損失　　546百万円

締結済みの株式売買契約に基づき、将来取得する

ことが見込まれる関係会社株式の見積取得価額に

ついて、当連結会計年度末において価値が下落し

たことに伴い計上した損失であります。なお、当該

損失の見合い額は、固定負債の「その他」に含ま

れております。 
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前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

※５　減損損失（特別損失）

　当社グループは、当連結会計年度において減損損失351

百万円を計上しており、その主な内容は次のとおりであ

ります。　　

※５　減損損失（特別損失）

　当社グループは、当連結会計年度において、有形無形固

定資産の減損損失1,672百万円を計上しており、その主な

内容は次のとおりであります。　

用途 種類 金額 場所

店舗
連結子会社11社
（31店舗）

建物及び
構築物
機械装置
及び運搬具
工具器具
及び備品
その他

 255百万円

   5百万円

  78百万円

 11百万円

福岡市中央区他

（減損損失の認識に至った経緯等）

　当社グループは、資産のグルーピングを、各店舗、工

場及び賃貸不動産という個別物件単位で行っており

ます。

　上記店舗については、収益性の低下により事業資産

の回収可能性が認められなくなったものであり、原則

として帳簿価額の全額を減損損失として計上してお

ります。

用途 種類 金額 場所

店舗
当社及び
連結子会社13社
（98店舗）

建物及び
構築物
工具器具
及び備品
土地

1,037百万円

 270百万円

 102百万円

愛知県大府市他

賃貸不動産
当社
（１物件）

建物及び
構築物

土地

13百万円

 123百万円

山梨県甲府市

（減損損失の認識に至った経緯等）

　当社グループは、資産のグルーピングを、各店舗、工

場及び賃貸不動産という個別物件単位で行っており

ます。

　上記店舗及び賃貸不動産につきましては、閉店の決

定又は収益性の低下により事業資産の回収可能性が

認められなくなったものであり、土地以外の固定資産

は、原則として帳簿価額の全額を減損損失として計上

し、土地については回収可能価額まで減額しておりま

す。なお、土地の回収可能価額は、不動産鑑定評価額を

基礎に算定した正味売却可能価額によっております。

 

※６　品質衛生管理費用（特別損失）

　「品質衛生管理費用」は、品質衛生管理に関して臨時

的に発生した社告掲載料等であります。 

※６　　　　　　　　―――――

※７　物流関連損失（特別損失）

　「物流関連損失」は、店舗食材の物流過程で臨時的に

発生した食材毀損などに伴う損失であります。 

※７　　　　　　　　―――――
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式　　（注）１ 42,336,189 ― 1,532,000 40,804,189

合計 42,336,189 ― 1,532,000 40,804,189

自己株式     

普通株式　　（注）２ 3,255,005 406,386 1,532,233 2,129,158

合計 3,255,005 406,386 1,532,233 2,129,158

 （注）１　普通株式の発行済株式の株式数の減少1,532,000株は、自己株式の消却によるものであります。

 ２　普通株式の自己株式の株式数の増加のうち404,600株は、定款の定めに基づき取締役会の決議により実施した市

場取引による取得であり、1,786株は単元未満株式の買取りであります。また、減少のうち1,532,000株は、自己株

式の消却であり、233株は単元未満株式の買増請求による売渡しであります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

 平成19年３月27日

定時株主総会
普通株式 781 20 平成18年12月31日 平成19年３月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月26日

定時株主総会
普通株式 773 利益剰余金 20 平成19年12月31日 平成20年３月27日

当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式　　 40,804,189 ― ― 40,804,189

合計 40,804,189 ― ― 40,804,189

自己株式     

普通株式　　（注） 2,129,158 899,547 375 3,028,330

合計 2,129,158 899,547 375 3,028,330

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加のうち898,400株は、定款の定めに基づき取締役会の決議により実施した市場

取引による取得であり、1,147株は単元未満株式の買取りであります。また、減少375株は、単元未満株式の買増請求

による売渡しであります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
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該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

 平成20年３月26日

定時株主総会
普通株式 773 20 平成19年12月31日 平成20年３月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成21年３月26日

定時株主総会
普通株式 377 利益剰余金 10 平成20年12月31日 平成21年３月27日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定    9,425百万円

現金及び現金同等物    9,425百万円

現金及び預金勘定    5,763百万円

現金及び現金同等物    5,763百万円

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得

のための支出(純額)との関係は次のとおりであります。

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得

のための支出(純額)との関係は次のとおりであります。

セントレスタ㈱（平成19年４月２日現在） 福岡ケータリングサービス㈱（平成20年７月１日現在）

流動資産    630百万円

固定資産      588百万円

のれん   671百万円

流動負債 　 △428百万円

固定負債 　 △552百万円

少数株主持分 　  △79百万円

セントレスタ㈱

株式の取得価額
   829百万円

セントレスタ㈱の

現金及び現金同等物
△301百万円

差引：セントレスタ㈱

株式取得のための支出
  528百万円

流動資産      263百万円

固定資産 336百万円

のれん 386百万円

流動負債 △72百万円

固定負債 　 △10百万円

福岡ケータリングサービス㈱

株式の取得価額
905百万円

福岡ケータリングサービス㈱の

現金及び現金同等物
△164百万円

差引：福岡ケータリングサービス㈱

株式取得のための支出
740百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

機械装置

及び

運搬具

(百万円)

　

工具器具

及び備品

(百万円)

　

その他

(ソフト

ウェア)

(百万円)

　

合計

(百万円)

取得価額

相当額
397　 2,700　 207　 3,305

減価償却

累計額相

当額

238　 1,455　 122　 1,815

減損損失

累計額相

当額

30　 46　 1　 78

期末残高

相当額
128　 1,198　 83　 1,411

　

機械装置

及び

運搬具

(百万円)

　

工具器具

及び備品

(百万円)

　

その他

(ソフト

ウェア)

(百万円)

　

合計

(百万円)

取得価額

相当額
374　 3,455　 162　 3,992

減価償却

累計額相

当額

197　 1,655　 102　 1,955

減損損失

累計額相

当額

59　 73　 1　 134

期末残高

相当額
117　 1,726　 58　 1,901

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内    568百万円

１年超    921百万円

合計      1,490百万円

リース資産減損勘定の残高   30百万円

１年以内       667百万円

１年超   1,375百万円

合計    2,043百万円

リース資産減損勘定の残高 82百万円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料    651百万円

リース資産減損勘定の取崩額   19百万円

減価償却費相当額    603百万円

支払利息相当額   28百万円

減損損失  8百万円

支払リース料    797百万円

リース資産減損勘定の取崩額   18百万円

減価償却費相当額 748百万円

支払利息相当額     34百万円

減損損失 69百万円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

・利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引 ２　オペレーティング・リース取引

（借主側） （借主側）

未経過リース料  

１年以内      3,178百万円

１年超     53,329百万円

合計     56,507百万円

未経過リース料  

１年以内 3,906百万円

１年超 60,743百万円

合計 64,649百万円
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（有価証券関係）

１　その他有価証券で時価のある有価証券

　

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

取得原価

(百万円)

連結貸借
対照表計上額

(百万円)

差額

(百万円)

取得原価

(百万円)

連結貸借
対照表計上額

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
      

株式 1,787 2,974 1,187 1,722 2,221 499

投資法人投資証券 75 114 39 ― ― ―

小計 1,862 3,088 1,226 1,722 2,221 499

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
      

株式 2,728 2,493 △234 2,220 1,808 △411

投資法人投資証券 ― ― ― 75 54 △20

小計 2,728 2,493 △234 2,295 1,862 △432

合計 4,590 5,581 991 4,017 4,084 66

　（注）１　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

２　「その他有価証券」で、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、

回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理をしております。なお、当連結会計年度において、

その他有価証券の減損処理額573百万円を投資有価証券評価損として計上しております。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

売却額（百万円） 108 4

売却益の合計額（百万円） 0 ―

売却損の合計額（百万円） ― 8

　

３　時価評価されていない主な有価証券

　

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券   

非上場株式 55 43

譲渡性預金 300 ―

合計 355 43

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

　

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

当連結会計年度
（平成20年12月31日）

１年以内

(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超

(百万円)

１年以内

(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超

(百万円)

譲渡性預金 300 ― ― ― ― ― ― ―
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前連結会計年度
（平成19年12月31日）

当連結会計年度
（平成20年12月31日）

１年以内

(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超

(百万円)

１年以内

(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超

(百万円)

合計 300 ― ― ― ― ― ― ―

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)

１　採用している退職給付制度の概要

親会社及び連結子会社15社は、確定拠出年金制度を設けております。また、連結子会社２社は、確定給付型

の制度として退職一時金制度又は企業年金制度を設けております。

２　退職給付債務に関する事項(平成19年12月31日)

退職一時金制度又は企業年金制度を設けている連結子会社２社は、退職給付債務の算出にあたり簡便法を

採用しており、退職給付債務及び退職給付引当金の金額は638百万円であります。　

３　退職給付費用に関する事項(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)

イ　勤務費用 　146百万円

ロ　退職給付費用合計 146百万円

ハ　確定拠出年金への掛金支払額 441百万円

計(ロ＋ハ) 588百万円

（注１）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、上記イ　勤務費用に計上しております。

（注２）複数事業主企業年金制度を有する連結子会社（１社）は、年金資産の額を合理的に算定できな

いため、年金拠出額を費用処理しており、当該費用は、上記イ　勤務費用に含めております。

なお、当連結会計年度末において、掛金拠出割合で按分した年金資産の額は997百万円でありま

す。

当連結会計年度(平成20年１月１日から平成20年12月31日まで)

１　採用している退職給付制度の概要

親会社及び連結子会社16社は、確定拠出年金制度を設けております。また、一部の連結子会社は、確定給付

型の制度として退職一時金制度又は企業年金制度を設けておりますが、このうち連結子会社１社について

は、当連結会計年度において確定拠出年金制度へ移行しております。この結果、退職一時金又は企業年金制

度を採用している連結子会社は２社となりました。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。

（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在）

年金資産の額 　　27,394百万円

年金財政計算上の給付債務の額 27,170百万円

差引額 224百万円

（２）制度全体に占める掛金拠出割合（自平成20年１月１日現在　至平成20年12月31日）

4.27％

（３）補足説明

上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高2,025百万円、別途積立金5,573

百万円及び年金財政上の資産評価を数理的評価方式としていることによる資産評価調整加算額3,324百

万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年間の元利均等償却であります。

なお、上記（２）の割合は実際の負担割合とは一致しません。　

２　退職給付債務に関する事項(平成20年12月31日)

退職一時金制度又は企業年金制度を設けている連結子会社２社は、退職給付債務の算出にあたり簡便法を

採用しており、退職給付債務及び退職給付引当金の金額は267百万円であります。　
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３　退職給付費用に関する事項(平成20年１月１日から平成20年12月31日まで)

イ　勤務費用 87百万円

ロ　退職給付費用合計 87百万円

ハ　確定拠出年金への掛金支払額 437百万円

計(ロ＋ハ) 524百万円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、上記イ　勤務費用に計上しております。

（追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平

成19年５月15日）を適用しております。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内

訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内

訳

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金      1,680百万円

土地評価損      2,079百万円

減損損失    657百万円

投資有価証券評価損    426百万円

税務上ののれん  377百万円

貸倒引当金    75百万円

賞与引当金    71百万円

その他 1,101百万円

繰延税金資産小計      6,470百万円

評価性引当額 　   △3,679百万円

繰延税金資産合計      2,790百万円

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 　   △329百万円

その他有価証券評価差額金 　   △239百万円

その他 　   △134百万円

繰延税金負債合計 　     △704百万円

繰延税金資産の純額      2,086百万円

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金        2,245百万円

土地評価損        2,079百万円

減損損失       1,218百万円

投資有価証券評価損       854百万円

店舗撤退損失引当金     592百万円

税務上ののれん 268百万円

ポイントカード引当金   115百万円

貸倒引当金 106百万円

その他      1,011百万円

繰延税金資産小計 8,492百万円

評価性引当額 △5,952百万円

繰延税金資産合計 2,540百万円

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 　   △329百万円

その他 　 △134百万円

繰延税金負債合計 　     △464百万円

繰延税金資産の純額  2,075百万円

(注)繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

(注)繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産の「繰延税金資産」    625百万円

固定資産の「繰延税金資産」    1,545百万円

固定負債の「繰延税金負債」    84百万円

流動資産の「繰延税金資産」 597百万円

固定資産の「繰延税金資産」 1,484百万円

固定負債の「繰延税金負債」      6百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率  40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目
3.6％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△0.4％

のれん償却額 5.3％

住民税均等割 5.6％

持分法による投資利益 △1.6％

評価性引当額の増加 7.8％

子会社との税率差異 2.3％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
63.5％

法定実効税率 △40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目
3.3％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
　　△0.4％

のれん償却額 　 5.3％

のれん減損損失 　 9.8％

住民税均等割 　 4.8％

持分法による投資利益 　　△0.3％

評価性引当額の増加 　 53.9％

子会社との税率差異 　0.2％

その他 　△0.3％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
　　35.9％

(注)当連結会計年度におきましては、税金等調整前

当期純損失を計上しているため、法定実効税

率をマイナス表示しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）

　
外食
事業

(百万円)

食品
事業

(百万円)

機内食
事業

(百万円)

ホテル
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 100,397 7,383 6,342 8,871 122,995 (―) 122,995

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
279 9,079 0 116 9,475 (9,475) ―

計 100,676 16,463 6,342 8,987 132,470 (9,475) 122,995

営業費用 98,531 15,793 5,250 7,689 127,265 (8,467) 118,798

営業利益 2,144 669 1,092 1,298 5,205 (1,007) 4,197

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
       

資産 54,498 5,280 8,232 5,623 73,634 11,605 85,239

減価償却費 2,131 315 371 134 2,953 314 3,268

減損損失 351 ― ― ― 351 ― 351

資本的支出 2,356 132 162 410 3,062 353 3,415

　（注) １　事業区分は、業態及び製品の種類、性質により区分しております。

２　各事業区分の主要な内容は、次のとおりであります。

外食事業……………………レストラン店舗の運営・パン・洋菓子・ケーキの販売

食品事業……………………業務用食品・市販用デリカ製品等の製造・販売

機内食事業…………………機内食の調製・搭載

ホテル事業…………………ビジネスホテルの運営

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（938百万円）の主なものは提出会社の総務

及び経理部門等に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額（15,555百万円）の主なものは提出会社の余資運用

資金（現預金及び有価証券）、管理部門に係る資産及び繰延税金資産等であります。

５　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から、平成19年度の

法人税法の改正（「所得税法等の一部を改正する法律」（平成19年３月30日　法律第６号）及び「法人税法

施行令の一部を改正する政令」（平成19年３月30日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産の減価償却の方法を、改正後の法人税法に基づく方法と同一の方法に変更しております。

なお、従来、連結子会社である㈱テンコーポレーションの有形固定資産の減価償却の方法は定額法によって

おりましたが、上記変更に合わせ、親子会社間の会計処理を統一するため、建物（建物附属設備を除く）を除

き定率法へ変更いたしました。これらに伴い、当連結会計年度の以下のセグメントの営業利益が、各々に掲げ

る金額について減少しております。

　　外食事業　………………………　121百万円

　　食品事業　………………………　  2百万円

　　機内食事業　……………………　  1百万円

　　ホテル事業　……………………　 13百万円

　　全社（「消去又は全社」）……　  9百万円

当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）

　
外食
事業

(百万円)

食品
事業

(百万円)

機内食
事業

(百万円)

ホテル
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　
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外食
事業

(百万円)

食品
事業

(百万円)

機内食
事業

(百万円)

ホテル
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

(1) 外部顧客に対する売上高 98,534 3,768 6,573 11,218 120,095 (―) 120,095

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
431 4,378 0 127 4,937 (4,937) ―

計 98,965 8,147 6,573 11,345 125,032 (4,937) 120,095

営業費用 98,922 7,875 5,532 10,619 122,949 (3,931) 119,017

営業利益 42 272 1,040 726 2,082 (1,005) 1,077

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
       

資産 51,136 5,094 8,413 6,296 70,940 6,780 77,721

減価償却費 2,471 311 394 234 3,412 436 3,848

減損損失 3,248 ― ― ― 3,248 ― 3,248

資本的支出 2,591 109 128 530 3,359 539 3,898

　（注) １　事業区分は、業態及び製品の種類、性質により区分しております。

２　各事業区分の主要な内容は、次のとおりであります。

外食事業……………………レストラン店舗の運営・パン・洋菓子・ケーキの販売

食品事業……………………業務用食品・市販用デリカ製品等の製造・販売

機内食事業…………………機内食の調製・搭載

ホテル事業…………………ビジネスホテルの運営

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（932百万円）の主なものは提出会社の総務

及び経理部門等に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額（10,963百万円）の主なものは提出会社の余資運用

資金（現預金及び有価証券）、管理部門に係る資産及び繰延税金資産等であります。

５　追加情報に記載のとおり、当連結会計年度より、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律（平成19

年３月30日　法律第６号）及び法人税法施行令の一部を改正する政令（平成19年３月30日　政令第83号））

に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産のうち、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により償却可能限度額（取得価額の95％相当額）まで償却が終了したものについては、償却が終了し

た翌連結会計年度から残存簿価を５年間で均等償却しております。これにより、当連結会計年度の以下のセ

グメントの営業利益が、各々に掲げる金額について減少しております。

　　外食事業　………………………　　 209百万円

　　食品事業　………………………　    30百万円

　　機内食事業　……………………　     4百万円

　　ホテル事業　……………………　 　  0百万円

　　全社（「消去又は全社」）……　     5百万円

６　追加情報に記載のとおり、当連結会計年度より、ホテル事業を営む連結子会社におけるポイント制度につい

て、将来使用されると見込まれるポイントの合理的な見積りが可能となったことから、ポイントカード引当

金の計上を行っております。これにより、当連結会計年度のホテル事業の営業利益が、95百万円減少しており

ます。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）及び当連結会計年度（平成20年１月１日から

平成20年12月31日まで）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を

超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）及び当連結会計年度（平成20年１月１日から

平成20年12月31日まで）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満でありますので、記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)

役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称又は
氏名

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ

の近親者

榎本一彦 ― ―

当社代表取

締役

福岡地所㈱

代表取締役

(被所有)

　直接 0.0％
― ―

賃借料の支

払
71

流動資産の

「その他」

(前払費用)
2

流動負債の

「その他」

(未払費用)
1

敷金の差入 40 差入保証金 104

有価証券売

却
100 ― ―

(注)１   

榎本重孝 ― ―

当社代表取

締役榎本一

彦の近親者

㈱九州リー

スサービス

代表取締役

― ― ―

社債の償還 300 ― ―

社債利息の

受取
1 ― ―

(注)２   

末吉紀雄 ― ―

当社取締役

コカ・コー

ラウエスト

ジャパン㈱

代表取締役

― ― ―

原材料の仕

入
15 買掛金 5

(注)３ (注)３   

谷　正明 ― ―

当社監査役

㈱福岡銀行

代表取締役

― ― ―

資金の借入 1,000
短期借入金

一年内返済

長期借入金

長期借入金

1,000

100

900

借入金の返

済
800

借入金利息

の支払
22

流動負債の

「その他」

(未払費用)

3

手数料等の

支払
1 ― ―

(注)４   

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等(当該

会社等の子

会社を含む

)

エフ・

ジェイ不

動産流通

株式会社

福岡市

博多区
10

不動産業そ

の他

(所有)

当社代表取締

役榎本一彦及

びその近親者

が間接

100.0％所有

(被所有)

　　 ― ％

―

レストラ

ン店舗等

の賃借

賃借料の

支払
15 ― ―

(注)５   

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１　当社代表取締役榎本一彦が第三者(福岡地所㈱)の代表者として行った第三者のための取引であり、賃借料は、

近隣の家賃を参考に決定しており、また、有価証券(株式)の売却価額は、当該株式の発行会社の純資産価額等

を基礎に決定しております。

２　当社代表取締役榎本一彦の近親者（榎本重孝）が代表者である㈱九州リースサービスが発行する社債の満期

償還であり、社債の利率は他の取引先と同様の条件によっております。

３　当社取締役末吉紀雄が第三者(コカ・コーラウエストジャパン㈱)の代表者として行った第三者のための取引

であり、仕入価格は他の取引先と同様の条件によっております。なお、取引金額は、同氏が同社の代表取締役

就任期間を対象としており、期末残高は当該期間末時点における残高を記載しております。

４　当社監査役谷正明が第三者(㈱福岡銀行)の代表者として行った第三者のための取引であり、借入金利率は市場

金利を勘案して合理的に決定しており、また、手数料等（貸出コミットメント契約に係る支払手数料等）の

料率は、一般的取引条件と同様に決定しております。

５　賃借料は、近隣の家賃を参考に決定しております。

　６　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。
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当連結会計年度(平成20年１月１日から平成20年12月31日まで)

役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称又は
氏名

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ

の近親者

榎本一彦 ― ―

当社代表取

締役

福岡地所㈱

代表取締役

(被所有)

　直接 0.0％
― ―

賃借料の支

払
87

流動資産の

「その他」

(前払費用)

2

敷金の返還 10 差入保証金 94

(注)１   

渋田一典 ― ―

当社監査役

㈱福岡銀行

代表取締役

― ― ―

資金の借入 1,200
短期借入金

一年内返済

長期借入金

長期借入金

300

340

1,760

借入金の返

済
800

借入金利息

の支払
28

流動負債の

「その他」

(未払費用)

4

手数料等の

支払
1 ― ―

(注)２   

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１　当社代表取締役榎本一彦が第三者(福岡地所㈱)の代表者として行った第三者のための取引であり、賃借料は、

近隣の家賃を参考に決定しております。

２　当社監査役渋田一典が第三者(㈱福岡銀行)の代表者として行った第三者のための取引であり、借入金利率は市

場金利を勘案して合理的に決定しており、また、手数料等（貸出コミットメント契約に係る支払手数料等）

の料率は、一般的取引条件と同様に決定しております。

　３　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり純資産額      1,306円12銭

１株当たり当期純利益金額   27円25銭

１株当たり純資産額          1,123円62銭

１株当たり当期純損失金額   147円78銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載しておりません。

　（注）１． １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当期純利益

又は当期純損失(△)
（百万円） 1,064 △5,597

普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益

又は当期純損失(△)
（百万円） 1,064 △5,597

普通株式の期中平均株式数 （千株） 39,049 37,875

　　　　２． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度末
（平成19年12月31日）

当連結会計年度末
（平成20年12月31日）

純資産の部の合計額 （百万円） 52,836 43,483

純資産の部の合計額から控

除する金額
（百万円） 2,321 1,037

　（うち少数株主持分） （百万円） (2,321) (1,037)

普通株式に係る期末の純資

産額
（百万円） 50,514 42,445

１株当たり純資産額の算定

に用いられた期末の普通株

式の数

（千株） 38,675 37,775

（重要な後発事象）

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

　平成19年11月21日開催の取締役会決議に基づき、平成

20年１月４日から平成20年２月15日までの期間におい

て、市場取引により以下のとおり自己株式を取得いたし

ました。

取得株式総数　　　   898,400株

取得価額総額　  　     1,001百万円

――――――
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期末残高

(百万円)
平均利率

(％) 返済期限

短期借入金 7,800 4,800 1.07 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,866 3,155 1.41 ―

１年以内に返済予定のリース債務 7 5 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のも

のを除く。)
7,641 10,445 1.41

平成22年１月～

平成25年10月

リース債務(１年以内に返済予定のも

のを除く。)
39 34 ―

平成22年１月～　

　平成26年12月

その他有利子負債 ― ― ― ―　

合計 18,354 18,440 ― ―

　（注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、リース債務の

「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借

対照表に計上しているため、記載を行っておりません。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。)の連結

決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は次のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 2,747 3,268 2,229 2,200

リース債務 6 6 6 6

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

(平成19年12月31日)
当事業年度

(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  6,854   2,513  

２　売掛金 　  7   16  

３　商品 　  48   47  

４　原材料 　  25   25  

５　前払費用 　  134   62  

６　短期貸付金 　  3   3  

７　関係会社短期貸付金 　  1,538   1,833  

８　未収入金 ※１　  785   1,726  

９　繰延税金資産 　  113   ―  

10　その他 　  75   66  

　　貸倒引当金 　  △0   △1  

流動資産合計 　  9,586 15.9  6,294 10.6
Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1) 建物 　 13,524   12,967   

減価償却累計額 　 7,915 5,609  7,808 5,159  

(2) 構築物 　 267   173   

減価償却累計額 　 242 24  154 18  

(3) 機械及び装置 　 43   38   

減価償却累計額 　 38 5  27 10  

(4) 車両運搬具 　 1   1   

減価償却累計額 　 1 0  1 0  

(5) 工具器具及び備品 　 1,637   2,125   

減価償却累計額 　 1,086 551  1,365 759  

(6) 土地 　  9,717   9,491  

(7) 建設仮勘定 　  3   0  

有形固定資産合計 　  15,910 26.3  15,440 26.1
２　無形固定資産 　       

(1) 借地権 　  79   79  

(2) ソフトウェア 　  267   240  

(3) その他 　  137   126  

無形固定資産合計 　  485 0.8  446 0.8
３　投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 　  5,636   4,127  

(2) 関係会社株式 　  15,588   15,493  

(3) 出資金 　  1   0  

(4) 関係会社出資金 　  118   7  

(5) 長期貸付金 　  18   15  

(6) 関係会社長期貸付金 　  1,140   5,911  

(7) 差入保証金 ※１　  11,824   11,206  

(8) 長期前払費用 　  24   29  

(9) 長期未収入金 　  216   333  

(10) 繰延税金資産 　  348   406  

(11) その他 　  94   106  

　　貸倒引当金 　  △522   △706  

投資その他の資産合計 　  34,488 57.0  36,931 62.5

固定資産合計 　  50,884 84.1  52,819 89.4

資産合計 　  60,471 100.0  59,113 100.0
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前事業年度

(平成19年12月31日)
当事業年度

(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　買掛金 ※１　  258   294  

２　短期借入金 　  6,150   2,850  

３　一年内返済長期借入金 　  1,000   1,700  

４　未払金 ※１　  327   238  

５　未払法人税等 　  118   57  

６　未払費用 ※１  233   250  

７　預り金 ※１　  3,341   3,578  

８　賞与引当金 　  17   ―  

９　役員賞与引当金 　  21   ―  

10　株主優待費用引当金 　  320   321  

11　店舗撤退損失引当金 　  ―   48  

12　工場解体費用引当金 　  99   ―  

13　その他 ※１　  109   185  

流動負債合計 　  11,995 19.9  9,525 16.1
Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 　  5,400   8,700  

２　長期預り保証金 ※１　  386   386  

３　その他 　  95   649  

固定負債合計 　  5,881 9.7  9,735 16.5

負債合計 　  17,876 29.6  19,260 32.6
（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  13,676 22.6  13,676 23.1
２　資本剰余金 　       

(1) 資本準備金 　 23,936   23,936   

(2) その他資本剰余金 　 ―   ―   

資本剰余金合計 　  23,936 39.6  23,936 40.5
３　利益剰余金 　       

(1) 利益準備金 　 1,531   1,531   

(2) その他利益剰余金 　       

圧縮記帳積立金 　 475   475   

別途積立金 　 6,034   3,034   

繰越利益剰余金 　 △1,125   819   

利益剰余金合計 　  6,915 11.4  5,860 9.9

４　自己株式 　  △2,684 △4.4  △3,686 △6.2

株主資本合計 　  41,843 69.2  39,786 67.3
Ⅱ　評価・換算差額等 　       

　　その他有価証券評価
差額金

　  751 1.2  66 0.1

評価・換算差額等合計 　  751 1.2  66 0.1

純資産合計 　  42,594 70.4  39,853 67.4

負債純資産合計 　  60,471 100.0  59,113 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  6,938 100.0  7,021 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　商品期首たな卸高 　 38   48   

２　原材料期首たな卸高 　 18   25   

３　当期商品仕入高 　 2,532   2,599   

４　当期店舗食材仕入高 　 1,056   1,103   

合計 　 3,645   3,777   

５　商品期末たな卸高 　 48   47   

６　原材料期末たな卸高 　 25 3,570 51.5 25 3,704 52.8

売上総利益 　  3,367 48.5  3,317 47.2

Ⅲ　その他の営業収入 　       

　１　関係会社受取配当金 　 1,184   6,021   

２　関係会社
　　受取ロイヤリティ

※１ 327   339   

３　関係会社
　　不動産賃貸料

　 1,134   1,068   

４　その他 　 449 3,094 44.6 417 7,846 111.8

営業総利益 　  6,462 93.1  11,163 159.0

Ⅳ　販売費及び一般管理費 　       

１　販売手数料 　 41   37   

２　役員報酬 ※２　 146   114   

３　従業員給与 　 1,193   1,358   

４　賞与 ※３ 132   126   

５　法定福利費 　 154   149   

６　福利厚生費 　 52   59   

７　株主優待費用 ※４　 299   303   

８　水道・光熱費 　 148   149   

９　公租公課 　 235   237   

10　賃借料 　 1,658   1,782   

11　システム保守料等 　 523   317   

12　減価償却費 　 785   981   

13　その他 　 1,056 6,428 92.6 1,070 6,688 95.3

営業利益 　  33 0.5  4,475 63.7
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前事業年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％)

Ⅴ　営業外収益 　       

１　受取利息 ※９　 274   264   

２　受取配当金 　 96   111   

３　その他 　 108 479 6.9 80 457 6.5

Ⅵ　営業外費用 　       

１　支払利息 ※９　 158   205   

２　その他 　 40 198 2.9 117 323 4.6

経常利益 　  314 4.5  4,608 65.6

Ⅶ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※５　 ―   26   

２　工場解体費用引当金
戻入額

　 ―   44   

３　貸倒引当金戻入額 　 ―   100   

４　受取営業補償金 　 47 47 0.7 ― 171 2.4

Ⅷ　特別損失 　       

１　投資有価証券評価損 　 ―   573   

２　関係会社株式評価損等 ※６　 ―   3,400   

３　固定資産売廃却損 ※７　 34   46   

４　減損損失 ※８　 ―   443   

５　店舗撤退損失引当金
繰入額

　 ―   48   

６　貸倒引当金繰入額 　 ― 34 0.5 282 4,795 68.2

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 　  327 4.7  △15 △0.2

法人税、住民税
及び事業税

　 20   33   

過年度法人税、住民税
及び事業税

　 ―   △62   

法人税等調整額 　 △186 △165 △2.4 295 265 3.8

当期純利益
又は当期純損失(△) 　  493 7.1  △280 △4.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計圧縮記帳

積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高
（百万円）

13,676 23,936 6 23,942 1,531 475 6,034 1,098 9,139 △4,125 42,632

事業年度中の変動額            

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ― △781 △781 ― △781

当期純利益 ― ― ― ― ― ― ― 493 493 ― 493

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― △501 △501

自己株式の処分 ― ― 0 0 ― ― ― ― ― 0 0

自己株式の消却 ― ― △1,941 △1,941 ― ― ― ― ― 1,941 ―

その他資本剰余金の
てん補

― ― 1,935 1,935 ― ― ― △1,935 △1,935 ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額）

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― △6 △6 ― ― ― △2,223 △2,223 1,440 △789

平成19年12月31日　残高
（百万円）

13,676 23,936 ― 23,936 1,531 475 6,034 △1,125 6,915 △2,684 41,843

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

1,152 1,152 43,785

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 ― ― △781

当期純利益 ― ― 493

自己株式の取得 ― ― △501

自己株式の処分 ― ― 0

自己株式の消却 ― ― ―

その他資本剰余金の
てん補

― ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額）

△401 △401 △401

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△401 △401 △1,190

平成19年12月31日　残高
（百万円）

751 751 42,594

　

当事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計圧縮記帳

積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年12月31日　残高
（百万円）

13,676 23,936 ― 23,936 1,531 475 6,034 △1,125 6,915 △2,684 41,843

事業年度中の変動額            
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計圧縮記帳

積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ― △773 △773 ― △773

別途積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― △3,000 3,000 ― ― ―

当期純損失 ― ― ― ― ― ― ― △280 △280 ― △280

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― △1,002 △1,002

自己株式の処分 ― ― △0 △0 ― ― ― ― ― 0 0

その他資本剰余金の
てん補

― ― 0 0 ― ― ― △0 △0 ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― ― ― ― ― △3,000 1,945 △1,054 △1,001 △2,056

平成20年12月31日　残高
（百万円）

13,676 23,936 ― 23,936 1,531 475 3,034 819 5,860 △3,686 39,786

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年12月31日　残高
（百万円）

751 751 42,594

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 ― ― △773

別途積立金の取崩 ― ― ―

当期純損失 ― ― △280

自己株式の取得 ― ― △1,002

自己株式の処分 ― ― 0

その他資本剰余金の
てん補

― ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

△684 △684 △684

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△684 △684 △2,741

平成20年12月31日　残高
（百万円）

66 66 39,853
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

　償却原価法(定額法)によっておりま

す。

(1) 満期保有目的の債券

同左

 (2) 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっており

ます。

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

 (3) その他有価証券

（時価のあるもの）

　期末日の市場価格等に基づく時価法に

よっております。 

　なお、評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定しております。

(3) その他有価証券

（時価のあるもの）

 同左

 （時価のないもの）

　移動平均法による原価法によっており

ます。

（時価のないもの）

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　最終仕入原価法による原価法によってお

ります。

　　　　　　 　　同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法（平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）によっております。

　ただし、当社が㈱関西インフライトケ

イタリングへ賃貸中の資産（建物・構

築物・機械装置）については、定額法に

よっております。

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

(1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によってお

ります。

　ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用

　均等償却しております。

　なお、償却期間については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によってお

ります。

(3) 長期前払費用

同左
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前事業年度

(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

 (3) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(3) 役員賞与引当金

同左

 (4) 株主優待費用引当金

　株主優待券の利用による費用負担に備

えるため、株主優待券の利用実績等を基

礎に、当事業年度末において将来利用さ

れると見込まれる株主優待券に対する

所要額を計上しております。 

(4) 株主優待費用引当金

同左

 (5) 店舗撤退損失引当金

――――――

(5) 店舗撤退損失引当金

　店舗閉鎖に伴い発生する損失負担に備

えるため、店舗撤退関連損失見込額を計

上しております。

 (6) 工場解体費用引当金

　当社の関係会社へ賃貸している工場の

解体に伴い発生する損失負担に備える

ため、当該工場の解体関連費用見込額を

計上しております。 

(6) 工場解体費用引当金

同左

  （注）上記引当金のうち、賞与引当金、役

員賞与引当金及び工場解体費用引当金は、

当事業年度において全額取崩しを行って

おります。

５　外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理方法

同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

（固定資産の減価償却方法の変更）

　平成19年度の法人税法の改正（「所得税法等の一部を改

正する法律」（平成19年３月30日　法律第６号）及び「法

人税法施行令の一部を改正する政令」（平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産の減価償却の方法を、改正後の法人税法

に基づく方法と同一の方法に変更しております。

　この変更により、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ11百万円減少しております。

――――――

追加情報

前事業年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

―――――― （有形固定資産の残存簿価の減価償却）

　法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律（平

成19年３月30日　法律第６号）及び法人税法施行令の一部

を改正する政令（平成19年３月30日　政令第83号））に伴

い、当事業年度より、平成19年３月31日以前に取得した有

形固定資産のうち、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により償却可能限度額（取得価額の95％相当

額）まで償却が終了したものについては、償却が終了した

翌事業年度から残存簿価を５年間で均等償却しておりま

す。

　これにより、営業利益及び経常利益が10百万円減少し、税

引前当期純損失が同額増加しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
(平成19年12月31日)

当事業年度
(平成20年12月31日)

※１　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

※１　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

未収入金      370百万円

差入保証金    321百万円

買掛金    255百万円

未払金    89百万円

未払費用  8百万円

預り金      3,300百万円

流動負債「その他」   37百万円

長期預り保証金   51百万円

未収入金 350百万円

差入保証金 335百万円

買掛金 290百万円

未払金 91百万円

未払費用 5百万円

預り金 3,538百万円

流動負債「その他」 38百万円

長期預り保証金 51百万円

２　偶発債務

(1) 当社は、関係会社である㈱関西インフライトケイタ

リングの金融機関からの借入金272百万円について

保証を行っております。

２　偶発債務

(1) 当社は、関係会社である㈱関西インフライトケイタ

リングの金融機関からの借入金40百万円について

保証を行っております。

(2) 当社は、関係会社であるアールエヌティーホテルズ

㈱の一部の建物の賃貸借契約にかかる賃借料等に

ついて支払保証を行っております。なお、当事業年

度末における賃貸借契約の残存契約年数は６年か

ら16年であり、月額賃借料総額は62百万円でありま

す。

(2) 当社は、関係会社であるアールエヌティーホテルズ

㈱の一部の建物の賃貸借契約にかかる賃借料等に

ついて支払保証を行っております。なお、当事業年

度末における賃貸借契約の残存契約年数は５年か

ら15年であり、月額賃借料総額は62百万円でありま

す。

　３　貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

５行と貸出コミットメント契約を締結しております。

　当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る

借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 5,000百万円 

借入実行残高 ― 

　　差引額 5,000百万円 

　３　貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金等の効率的な調達を行うため、取引銀

行５行と貸出コミットメント契約を締結しております。

　当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る

借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額      5,000百万円 

借入実行残高 ― 　

　　差引額 5,000百万円 
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（損益計算書関係）

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

※１　関係会社受取ロイヤリティ（その他の営業収入）

　「関係会社受取ロイヤリティ」は、関係会社と締結し

たフランチャイズ契約、マネジメント契約等に基づく、

事業ノウハウの提供、継続的経営指導、商標の使用許諾

などの対価であります。

※１　関係会社受取ロイヤリティ（その他の営業収入）

同左

※２　役員報酬（販売費及び一般管理費）

　販売費及び一般管理費の「役員報酬」には、役員賞与

引当金繰入額21百万円が含まれております。

※２　　　　　　　　　―――――

※３　賞与（販売費及び一般管理費）

　販売費及び一般管理費の「賞与」には、賞与引当金繰

入額17百万円が含まれております。

※３　　　　　　　　　―――――

※４　株主優待費用（販売費及び一般管理費）

　販売費及び一般管理費の「株主優待費用」には、株主

優待費用引当金繰入額256百万円が含まれております。 

※４　株主優待費用（販売費及び一般管理費）

　販売費及び一般管理費の「株主優待費用」には、株主

優待費用引当金繰入額258百万円が含まれております。 

※５　　　　　　　　　―――――

　

※５　固定資産売却益（特別利益）

　「固定資産売却益」は、施設等利用権売却益26百万円

であります。

※６　　　　　　　　　―――――

　

※６　関係会社株式評価損等（特別損失）

　「関係会社株式評価損等」の内容は、次のとおりであ

ります。

(１)関係会社株式評価損　　　　　　　2,854百万円

(２)関係会社株式取得価額に係る損失　　546百万円

締結済みの株式売買契約に基づき、将来取得する

ことが見込まれる関係会社株式の見積取得価額に

ついて、当事業年度末において価値が下落したこ

とに伴い計上した損失であります。なお、当該損失

の見合い額は、固定負債の「その他」に含まれて

おります。

※７　固定資産売廃却損（特別損失）

　「固定資産売廃却損」の主なものは、店舗の改修・改

装等により生じたものであり、土地売却損16百万円、建

物及び構築物売廃却損5百万円、ソフトウェア売廃却損3

百万円などであります。

※７　固定資産売廃却損（特別損失）

　「固定資産売廃却損」の主なものは、店舗の閉店又は

改修・改装等により生じたものであり、建物売廃却損22

百万円、工具器具及び備品売廃却損11百万円でありま

す。
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前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

※８　　　　　　　　　――――― ※８　減損損失（特別損失）

　当社は、当事業年度において、店舗及び関係会社等へ賃

貸している不動産について、減損損失443百万円を計上

しており、その主な内容は次のとおりであります。　　

 用途 種類 金額 場所

店舗
（３店舗）

建物

工具器具
及び備品

53百万円

25百万円
千葉県木更津市他

賃貸不動産
（５物件）

建物

土地

125百万円

225百万円
山梨県甲府市他

（減損損失の認識に至った経緯等）

　当社は、資産のグルーピングを、各店舗、工場及び賃

貸不動産という個別物件単位で行っております。

　上記店舗及び賃貸不動産につきましては、閉店の決

定又は収益性の低下により事業資産の回収可能性が

認められなくなったものであり、土地以外の固定資産

は、原則として帳簿価額の全額を減損損失として計上

し、土地については回収可能額まで減額しておりま

す。なお、土地の回収可能額は、不動産鑑定評価額を基

礎に算定した正味売却可能価額によっております。

※９　関係会社との取引 ※９　関係会社との取引

受取利息    263百万円

支払利息    31百万円

受取利息 252百万円

支払利息 40百万円

EDINET提出書類

ロイヤルホールディングス株式会社(E04783)

有価証券報告書

79/96



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式（注） 3,255,005 406,386 1,532,233 2,129,158

合計 3,255,005 406,386 1,532,233 2,129,158

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加のうち404,600株は、定款の定めに基づき取締役会の決議により実施した市場

取引による取得であり、1,786株は単元未満株式の買取りであります。また、減少のうち1,532,000株は、自己株式の消

却であり、233株は単元未満株式の買増請求による売渡しであります。

当事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式（注） 2,129,158 899,547 375 3,028,330

合計 2,129,158 899,547 375 3,028,330

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加のうち898,400株は、定款の定めに基づき取締役会の決議により実施した市場

取引による取得であり、1,147株は単元未満株式の買取りであります。また、減少375株は単元未満株式の買増請求に

よる売渡しであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

工具器具

及び備品

(百万円)

　

ソフト

ウェア

(百万円)

　
合計

(百万円)

取得価額相当額 80  20  101

減価償却累計額

相当額
45  11  57

減損損失累計額

相当額
―  ―  ―

期末残高相当額 35  9  44

　

工具器具

及び備品

(百万円)

　

ソフト

ウェア

(百万円)

　
合計

(百万円)

取得価額相当額 167  39  207

減価償却累計額

相当額
76  25  102

減損損失累計額

相当額
12  ―  12

期末残高相当額 78  13  92

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内   20百万円

１年超   26百万円

　合計   46百万円

リース資産減損勘定の残高 　―百万円

１年以内 50百万円

１年超 62百万円

　合計 113百万円

リース資産減損勘定の残高 12百万円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料   23百万円

リース資産減損勘定の取崩額 　―百万円

減価償却費相当額   22百万円

支払利息相当額  0百万円

減損損失 　―百万円

支払リース料 49百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 47百万円

支払利息相当額 1百万円

減損損失 12百万円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

・利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分

前事業年度(平成19年12月31日) 当事業年度(平成20年12月31日)

貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 子会社株式 1,426 1,443 16 1,426 1,124 △301

(2) 関連会社株式 ― ― ― ― ― ―

合計 1,426 1,443 16 1,426 1,124 △301

（税効果会計関係）

前事業年度
(平成19年12月31日)

当事業年度
(平成20年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内

訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内

訳

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金    808百万円

土地評価損    2,079百万円

減損損失    708百万円

関係会社株式等評価損    1,626百万円

投資有価証券評価損    366百万円

貸倒引当金    210百万円

その他    792百万円

繰延税金資産小計    6,592百万円

評価性引当額 △5,560百万円

繰延税金資産合計    1,032百万円

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 　 △329百万円

その他有価証券評価差額金 　 △239百万円

繰延税金負債合計 　 △569百万円

繰延税金資産の純額 　   462百万円

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金  1,250百万円

土地評価損 2,079百万円

関係会社株式評価損等 3,003百万円

減損損失 881百万円

投資有価証券評価損    571百万円

貸倒引当金 285百万円

その他 804百万円

繰延税金資産小計 8,876百万円

評価性引当額 △8,139百万円

繰延税金資産合計 736百万円

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 △329百万円

繰延税金負債合計 △329百万円

繰延税金資産の純額 406百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入

されない項目
41.0％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△144.6％

住民税均等割 6.2％

その他 6.5％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
△50.5％

法定実効税率 △40.4％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入

されない項目
831.4％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△16,127.8％

住民税均等割 157.3％

評価性引当額の増加 17,343.9％

過年度法人税、住民税及び事業税 △418.1％

その他 23.8％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
　　　1,770.1％

　(注)当事業年度におきましては、税引前当期純損失を計

上しているため、法定実効税率をマイナス表示し

ております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり純資産額      1,101円34銭

１株当たり当期純利益金額   12円63銭

１株当たり純資産額         1,054円99銭

１株当たり当期純損失金額     7円42銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当期純利益

又は当期純損失(△)
（百万円） 493 △280

普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益

又は当期純損失(△)
（百万円） 493 △280

普通株式の期中平均株式数 （千株） 39,049 37,875

（重要な後発事象）

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

　当社は、平成19年11月21日開催の取締役会決議に基づ

き、平成20年１月４日から平成20年２月15日までの期間

において、市場取引により以下のとおり自己株式を取得

いたしました。

取得株式総数　　　   898,400株

取得価額総額　  　     1,001百万円

――――――
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄
株式数

(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱ダスキン 1,050,000 1,669

コカ・コーラウエストホー

ルディングス㈱
500,000 972

㈱三越伊勢丹ホールディン

グス
571,500 438

㈱九州リースサービス 1,405,000 344

㈱西日本シティ銀行 870,100 223

㈱ふくおかフィナンシャル

グループ
394,000 151

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
414 106

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
127,720 70

㈱日本航空 185,116 39

㈱三井ハイテック 29,000 14

その他（７銘柄） 54,300 42

計 5,187,150 4,072

【その他】

種類及び銘柄
投資口数

(口)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券
(投資法人投資証券)

福岡リート投資法人
150 54
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)
当期減少額

(百万円)
当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産        

建物 13,524 205
762

(178)
12,967 7,808 454 5,159

構築物 267 2
95

(0)
173 154 4 18

機械及び装置 43 10
14

(0)
38 27 2 10

車両運搬具 1 0 ― 1 1 0 0

工具器具及び備品 1,637 667
180

(26)
2,125 1,365 421 759

土地 9,717 ―　
225

(225)
9,491 ― ― 9,491

建設仮勘定 3 0 3 0 ― ― 0

有形固定資産計 25,194 886
1,281

(430)
24,799 9,358 884 15,440

無形固定資産        

借地権 79 ― ― 79 ― ― 79

ソフトウェア 2,625 58 6 2,678 2,437 86 240

その他 302 0
105

(0)
197 71 6 126

無形固定資産計 3,008 59
111

(0)
2,956 2,509 92 446

長期前払費用 46 11 1 56 27 5 29

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

　（注）１　当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

建　物　　　　　　　店舗改装工事（197百万円）

工具器具及び備品　　新店舗システムPOS機器取得（300百万円）、店舗改装時備品取得（181百万円）、新会

計システムサーバー機器取得（118百万円）

ソフトウェア　　　　予算システム構築費（18百万円）

当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物　　　　　　　　工場（関係会社への賃貸物件）の除却処理（419百万円）、店舗及び賃貸不動産の

減損処理（178百万円）、店舗改装に伴う除却処理（127百万円）

工具器具及び備品　　店舗改装に伴う除却処理（119百万円）

　土地　　　　　　　　減損処理（225百万円）

２　当期減少額欄の（　）内は内書きで、減損損失の当期計上額であります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 523 284 ― 100 707

賞与引当金 17 ― 17 ― ―

役員賞与引当金 21 ― 21 ― ―

株主優待費用引当金 320 258 257 ― 321

店舗撤退損失引当金 ― 48 ― ― 48

工場解体費用引当金 99 ― 54 44 ―

　（注）1　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権に対する貸倒引当金の洗替による減少額及び貸倒懸念債

権等の回収不能見込額の見直しに伴う減少額であります。

２　工場解体費用引当金の「当期減少額（その他）」は、工場解体費用の発生額が当初見積額より少額となった

ことにより、余剰額を取崩したものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 15

預金  

当座預金 2,379

普通預金 113

定期預金 3

別段預金 2

預金計 2,498

合計 2,513

②　売掛金

相手先 金額(百万円)

ビットワレット㈱ 3

㈱ジェーシービー 2

西日本高速道路サービス・ホールディングス㈱ 2

三菱ＵＦＪニコス㈱ 2

ユーシーカード㈱ 2

その他 3

合計 16

③　商品

品目 金額(百万円)

高速道路売店商品 47

合計 47

④　原材料

品目 金額(百万円)

高速道路レストラン店舗原材料 25

合計 25

⑤　関係会社株式

銘柄 金額(百万円)

ロイヤル㈱ 2,512

ロイヤル関東㈱ 2,265

ロイヤル関西㈱ 1,975

アールエヌティーホテルズ㈱ 1,748

㈱テンコーポレーション 1,426

その他 5,564

合計 15,493
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⑥　関係会社長期貸付金

相手先 金額(百万円)

　ロイヤル関西㈱ 3,500

　アールエヌティホテルズ㈱ 1,000

　セントレスタ㈱ 441

　イルフォルノジャパン㈱ 240

　ロイヤル食品㈱ 200

　その他 529

合計 5,911

⑦　差入保証金

相手先 金額(百万円)

北海道空港㈱ 811

三井不動産㈱ 476

成田国際空港㈱ 384

日本空港ビルデング㈱ 362

㈱東京ドームホテル 289

その他 8,880

合計 11,206

⑧　買掛金

相手先 金額(百万円)

ロイヤル㈱ 290

㈱ホットランド 1

その他 3

合計 294

⑨　預り金

相手先 金額(百万円)

キャッシュ・マネジメント・システムによる預り金 3,538

その他 40

合計 3,578

⑩　長期借入金

借入先 金額(百万円) 

 ㈱みずほコーポレート銀行　 3,000

 ㈱福岡銀行 1,760

 ㈱西日本シティ銀行 1,360

 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 880

 ㈱三井住友銀行 420

 その他 1,280
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借入先 金額(百万円) 

合計 8,700

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類　　　　（注）２ 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株未満の株式数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
６月30日
12月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え　（注）２ 　

取扱場所 東京都中央区八重洲二丁目３番１号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき　印紙税相当額

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 東京都中央区八重洲二丁目３番１号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料      （注）２

以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株

式の数で按分した金額とする。

(算式)
１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100百万円以下の金額につき 1.150％
100百万円を超え500百万円以下の金額につき 0.900％
500百万円を超え1,000百万円以下の金額につき 0.700％
1,000百万円を超え3,000百万円以下の金額につき 0.575％
3,000百万円を超え5,000百万円以下の金額につき 0.375％
(円位未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)  

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とす
る。

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由

によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に

掲載して行う。

公告掲載URL　http://www.royal-holdings.co.jp/

株主に対する特典

毎年６月末、12月末の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された単元
株以上所有株主に対し、それぞれ３ヶ月以内に、所有株式数に応じて以下のと

おり株主優待券を贈呈。

100株以上500株未満所有の株主に対し、500円相当の株主優待券を年２回贈
呈（年間 1,000円相当)
500株以上1,000株未満所有の株主に対し、5,000円相当の株主優待券を年２
回贈呈（年間10,000円相当)
1,000株以上所有の株主に対し、12,000円相当の株主優待券を年２回贈呈
（年間24,000円相当）

　（注）１　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、同第166条第１項の規定によ

る請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。

　２　「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平

成16年法律第88号）の施行に伴い、平成20年12月19日開催の取締役会決議により平成21年１月５日を効力発

生日とする株式取扱規程の改正を行い、該当事項はなくなっております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第59期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）平成20年３月27日関東財務局長に提出

（2）半期報告書

（第60期中）（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）平成20年９月19日関東財務局長に提出

（3）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）平成20年１月11日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年１月31日）平成20年２月15日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年２月29日）平成20年３月13日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年３月31日）平成20年４月11日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成２０年３月２６日

ロイヤルホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鳥巣　宣明　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 國井　泰成　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野澤　　啓　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるロイヤルホールディングス株式会社の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ロイヤ

ルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成１９年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成２１年３月２６日

ロイヤルホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鳥巣　宣明　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 國井　泰成　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野澤　　啓　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるロイヤルホールディングス株式会社の平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ロイヤ

ルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成２０年３月２６日

ロイヤルホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鳥巣　宣明　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 國井　泰成　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野澤　　啓　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるロイヤルホールディングス株式会社の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第５９期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ロイヤル

ホールディングス株式会社の平成１９年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成２１年３月２６日

ロイヤルホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鳥巣　宣明　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 國井　泰成　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野澤　　啓　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるロイヤルホールディングス株式会社の平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの第６０期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ロイヤル

ホールディングス株式会社の平成２０年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。
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